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都道府県知事
市町村長
特別区区長 様

「Society5.0時代の地方」（第5号）について

これまで４回にわたり、皆様に総務大臣メールをお送りしてきました。この間、
メールを読まれた首長の皆様から、それぞれの自治体での先進的な取組のご紹
介やご意見を数多くいただきました。今回のメールでもその一部をご紹介してお
りますが、その一つ一つを拝見し、全国各地で様々な先進的な取組が行われて
いること、また本メールも参考にしながら多くの自治体で新たな取組が進められ
ていること、大変心強く思っています。

７月２３日には富山県で開催された全国知事会議に出席し、知事会の皆様か
ら、地方創生、Society5.0の実現などに向けた様々なご提案をいただきました。こ
うした皆様の思いに応えるべく、先月３０日に、令和2年度の総務省の重点施策
と概算要求を取りまとめました。

東京一極集中の是正と地域活性化は喫緊の課題であり、しっかり対応してい
かなければなりません。また、Society 5.0時代の技術を活用した産業や行政
サービスの高度化も、持続可能な地域社会の実現に不可欠です。このため、５
G・光ファイバ等の全国展開支援、AI等の共同利用・開発の推進、「Society5.0時
代の地方」に関する広報や研修の強化など、各般にわたる取組を進めていくこと
としており、今回のメールでその概要をご紹介しています。年末の令和２年度予
算案の取りまとめに向けて、全力で取り組んでまいります。

今回は、これまでのメールで取り上げてきたテレワーク、多言語音声翻訳、移
住情報サイトについて、先進事例の現場の声や取組のポイントなど、さらに深掘
りして改めてご紹介するとともに、前回のメールで取り上げた農林水産省に続き、
国土交通省の取組を特集しています。国土交通省では、建設分野だけでなく、
河川、交通、物流、下水道などの各分野において、革新的技術を用いた取組が
進められています。Society5.0を支える技術革新の着実な進展の果実を、皆様
の地域でも積極的に取り入れていただければと思います。

骨太の方針2019では、サブタイトルが｢『令和』新時代：『Society5.0』への挑戦｣
とされました。これからは、政府を挙げて、革新的な先端技術を活用し、福祉、産
業、防災、行政管理はじめ様々な分野で課題を克服すべく、改革を進めていく
ことが求められています。今後５年から１０年で仕事も生活も大きく変わります。皆
様とともに、新しい令和の時代にふさわしい持続可能な地域社会を構築し、次代
を担う子どもたち、若者たちに「Society5.0時代の地方」を引き継いでいきたいと
思います。

令和元年9月6日
総務大臣 石田 真敏

「令和2年度の総務省の重点施策・概算要求」
○Society5.0時代の持続可能な地域社会の構築に向けて

（⇒こちらをクリック） http://www.soumu.go.jp/main_content/000642819.pdf

「テレワーク特集」
○そろそろ始めてみませんか？テレワーク

（⇒こちらをクリック） http://www.soumu.go.jp/main_content/000642820.pdf
○テレワークデイズ2019

（⇒こちらをクリック） http://www.soumu.go.jp/main_content/000642821.pdf

「先行事例の現場の声をお届け」
○多言語音声翻訳～言葉の壁を解消するために～

（⇒こちらをクリック） http://www.soumu.go.jp/main_content/000642822.pdf
○移住情報サイト～少しでも地域を身近に感じてもらうために～

（⇒こちらをクリック） http://www.soumu.go.jp/main_content/000642823.pdf

「国土交通省の取組をご紹介」
○i-Constructionで建設業の生産性を向上

（⇒こちらをクリック） http://www.soumu.go.jp/main_content/000642824.pdf
○新技術を活用した河川情報の充実

（⇒こちらをクリック） http://www.soumu.go.jp/main_content/000642825.pdf
○交通・物流・下水道も新技術で地域課題を解決

（⇒こちらをクリック） http://www.soumu.go.jp/main_content/000642826.pdf

「内閣官房IT室の取組をご紹介」
○自治体ピッチ～Pitch to Local Governments～

（⇒こちらをクリック） http://www.soumu.go.jp/main_content/000642827.pdf

○ 総務大臣メール「Society5.0時代の地方」の内容等について
お聞きいただける関連イベントもございます。
首長ご本人または職員の方にぜひご参加いただきたく存じます。
（⇒こちらをクリック）

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/chiiki_honbu/kanren_event.html

※首長に必ずお届けください。
※こちらのHPもご覧ください。
（→こちらをクリック）http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/chiiki_honbu/index.html
※ 革新的技術の実装例、各自治体の先行事例のご紹介やご意見・ご提案等

ありましたら、以下までご連絡いただけますと幸いです。
宛先：総務省地域力強化戦略本部

（事務局：地域力創造グループ地域政策課）
メールアドレス：society5.0@soumu.go.jp
TEL：03-5253-5523（担当：東理事官、吉田係長）

メール本文
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Society5.0時代の持続可能な
地域社会の構築に向けて

令和2年度の総務省の
重点施策
概算要求

総務省重点施策2020の全体はこちらをクリック

総務省令和２年度予算概算要求の全体はこちらをクリック

主な施策（抜粋）

Ⅰ 東京一極集中の是正と地域の活性化

地方への新しい
人の流れの創出

地域を支える人づくり、
地域経済の活性化
に向けた取組

http://www.soumu.go.jp/mission/index.html
http://www.soumu.go.jp/main_content/000641774.pdf


Ⅳ 防災・減災/復旧・復興

産業の高度化・
新規産業の創出

Society5.0を
支えるICTインフラ整備

豊かなライフスタイルに
資する生活支援

サイバーセキュリティの
強化、ICTの安心安全

確保

デジタル・ガバメント
による行政の高度化・

効率化

Society5.0を
支える人づくり

避難所等の
公衆無線LAN
環境整備

ICTによる
復興の推進

Ⅱ Society5.0時代の地域社会

海外展開・
国際的な政策連携

多様な働き方の実現

G空間情報の
利活用推進
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そろそろ始めてみませんか？
テレワーク

テレワークは
メリットいっぱい！

テレワーク
特集

https://www.youtube.com/watch?v=Jmerxe8FuyU


テレワーク･デイズ2019
7月22日～９月６日にて実施
※今年の参加が間に合わなかった団体は、
是非、来年夏の参加に向けての準備お願いします。

こちら↑のサイトから簡単に登録可能です！

参加人数等を問わずテレワークを
実施又はトライアルを行う団体

※今年度は

７７自治体等が参加

①5日間以上実施
②7月24日（水）に100名以上実施
③効果測定 に協力可能な団体

※今年度は

２県が参加

企業等に対してテレワークのための
ワークスペース等を提供する団体

※今年度は

１０２自治体等が参加

【参考】参加都道府県
北海道 岩手県 秋田県 茨城県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県
富山県 山梨県 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 滋賀県 京都府 大阪府
奈良県 和歌山県 島根県 岡山県 広島県 山口県 徳島県 香川県 愛媛県
佐賀県 全２７都道府県が（約６割）が実施団体・特別協力団体として参加

https://teleworkdays.jp/
https://www.fdma.go.jp/mission/enrichment/appropriate/appropriate003.html
https://www.youtube.com/watch?v=y6h70L5t0Uw
https://www.fdma.go.jp/mission/enrichment/appropriate/appropriate003.html
https://www.youtube.com/watch?v=HGmCmM-fNAY


学校
学校と外国人の保護者、
互いに伝えたいことが

わかった

多言語音声翻訳
言葉の壁を解消するためにー

先行事例の
現場の声を

お届け

多言語音声翻訳技術
※日英中韓はTOEIC800点レベル（2019年度中には、インドネシア、タイ、ベトナム、
ミャンマー、スペイン、フランス、ポルトガル（ブラジル）、フィリピンの８言語も同等に向上予定）

多言語音声翻訳技術で実現す
る未来を描く動画はこちら

※詳細な現場の声は各吹き出しをクリック

自治体窓口
より正確な案内ができて
外国人住民との信頼関係

が深まった

落とし物の館内放送でアプ
リを活用できてよかった様々な国籍の方の会計

がスムーズに

観光案内施設
外国語対応担当者が
不在でも、外国人の対

応が可能に
小売施設

うどんorそば、あつめorぬ
るめ等の細かい注文への
対応がスムーズに

交通機関
単語とジェスチャーで

通じない時の切り札的な
存在

宿泊施設
交通が乱れた時や天気
で予定が変わる時の説

明に便利

娯楽・レジャー施設
名勝・博物館・文化施設

https://youtu.be/ozrD9mhTiIw?list=PLBwwDuSrrNU0iadu6Dk9mF1hj_Yaj0vgb
https://youtu.be/ozrD9mhTiIw?list=PLBwwDuSrrNU0iadu6Dk9mF1hj_Yaj0vgb


＜取組のポイント＞
（１）多数の愛媛県内の求人を掲載
・地元銀行や業界団体等が中心となった求人掲載
・ハローワークや求人サイト等の求人情報を毎日収集
（現在、15,000件以上もの県内の求人情報を掲載し、
月200～300人程度の求人求職のマッチングを実現）

（２）求職者への働きかけ
・各所に設置したビーコン端末による求人情報の配信
・求人掲載企業に対する情報掲載のアドバイスの実施

（３）移住情報の発信
・移住関連イベントや移住体験談も掲載

「あのこの愛媛」には、仕事の情報とともに
自治体が提供する暮らしや移住に関する
情報が豊富に掲載されており、家族とサイト
をよく見て、安心して就職と移住ができた

＜移住者＞

詳細資料は
こちらをクリック

▶2017年10月25日開設
（2017年度総務省IoTサービス創出支援事業）
▶総務大臣メール（第2号）で紹介した先行事例

先行事例の
現場の声を

お届け移住情報サイト
少しでも地域を身近に感じてもらうためにー

＜地元金融機関＞

企業の人手不足に対応できるソリューション。
企業の課題解決に向けた行員の意識の高
まり、人材獲得に対する企業の意識の変化
を感じている

慢性的な人手不足に悩む中、地元銀行の
紹介ということもあり採用手段としてトライし
てみたところ、優秀な人材を採用できた

＜地元企業＞



▶ 地方における導入支援（詳細は各項目をクリック）
○ 「i-Construction大賞」等の優良事例、先進的取組の紹介 （平成30年度大賞（地公体等発注工事）事例はこちら）
○ 「i-Constructionサポート事務所」による自治体の取組のサポート（技術的指導・助言等）

i-Constructionで
建設業の生産性を向上

建設業従事者の高齢化、働き方改革（週休2日取得等）などを踏まえ、
i-Constructionの取組を推進し、建設現場の生産性の向上を図る。

国土交通省
の取組を
ご紹介

ICT土工
（測量、設計、施工）

ｲﾝﾌﾗ用ﾛﾎﾞｯﾄ
（維持管理）

の資料はこちらをクリック

産学官民の技術や知恵を総動員してインフラメンテナンスに取り組むプラットフォーム
「インフラメンテナンス国民会議」の概要はこちら ※入会方法はこちらをクリック参考

設計
図面の3次元化、VRで施工計画を効率化

施工
3次元設計データに基づくICT施工等

維持管理
センサー等による管理状況のデータ化等

測量
ドローン等を活用した3次元測量

http://www.mlit.go.jp/common/001266819.pdf
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/im/


新技術を活用した
河川情報の充実

河川行政における課題解決のため、オープンイノベーション型で企業等の先端
技術等を活用し、機器等の開発、実装を推進（革新的河川技術プロジェクト）

▶ 現在参加企業募集中のプロジェクト「ドローンを活用した河川巡視の高度化」については、こちらを参照。
▶ 国土交通省水災害関連情報お役立ちサイト（川の水位情報サイト等）はこちらを参照。

危機管理型水位計 全天候型ドローン

洪水時の観測に特化した低コストの水位計
（⇒製品一覧はこちら）

強風下でも状況把握できる全天候型ドローン
（⇒製品一覧はこちら）

簡易型河川監視カメラ 流量観測の
無人化･自動化

国土交通省
の取組を
ご紹介

洪水の切迫性を伝える低コストの河川監視カメラ
（⇒製品一覧はこちら）

洪水時における河川流量観測の
無人化・自動化技術

http://www.river.or.jp/riverwaterlevels/
http://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/inovative_project/project1.html
http://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/inovative_project/project3.html


交通･物流･下水道も
新技術で地域課題を解決

自動運転の実用化に向けて、
ルールの整備やシステムの実証
（トラックの隊列走行等）を実施

高度な自動運転の2020年目途
の実用化に向け取組を推進

離島や過疎地等でのドローンによる
荷物配送の実証実験を実施
（5事例、平成30年度）

ビジネスモデルの確立、
支援策の検討を実施

下水等が有する熱をビル冷暖房、
道路融雪、給湯等に活用
（31事例、令和元年5月末現在）

全国での利用を促進中

国土交通省
の取組を
ご紹介

交通
「自動運転」

物流
「ドローン配送」

詳細資料は各項目をクリック

下水道
「下水熱利用」

i-Construction、革新的河川技術プロジェクト及び上記取組など、
様々な分野における生産性向上の取組を進める国土交通省の「生産性革命プロジェクト」のサイトはこちら

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/point/sosei_point_tk_000021.html


内閣官房IT室
の取組を
ご紹介

自治体ピッチ ～Pitch to Local Governments～
○開発者が、地方自治体に対して、 、

AI等を活用した を設けました。
○職員の皆様の意見が共同利用可能なシステムを育てます。
首長の皆様から職員の皆様に をお願いします。

自治体ピッチ開催スケジュール
第１回自治体ピッチ ９月３日（火）開催（後日動画視聴期間：９月５日（木）～９月13日（金））
テーマ：AI／AIチャットボット／手続
第２回自治体ピッチ ９月26日（木）開催（後日動画視聴期間：９月27日（金）～ 10月４日（金））
テーマ：住民向け／庁内向けプラットフォーム
第３回自治体ピッチ 10月24日（木）開催（後日動画視聴期間：10月25日（金）～11月１日（金））
テーマ：教育／医療／防災／環境／マイナンバーカード

【イベントへの参加方法は３種類】

会場参加 オンライン参加 後日動画視聴参加

自治体職員

YouTubeを活用し、現地に行かなくても参加可能

開発者（ベンダー等）共同利用を前提として
開発・提案、意見交換

自治体ピッチ
～Pitch to Local Governments～



総務大臣メール「Society5.0時代の地方」への

返信コーナー
さいたま市・清水市長から
「パーソナルデータ」に関するご意見
‣ 本市副都心・美園地区で「アーバンデザインセンターみその
（UDCMi）」を拠点に「公民＋学」の連携による「スマートシティさい
たまモデル」の構築に取り組むなど、AI、IoT、5G等の先端技術を
活用した生活支援サービスの提供を進めている。
‣ 「21世紀の価値ある石油」と比喩される「パーソナルデータ」の利
活用が不可欠である一方、その利活用に対する国民の「不安」の
解消にあたっては、国や民間ではなく、地域住民に密着する「基礎
自治体」の責務において先導的にパーソナルデータの利活用を進
めていくことで、「不安」を「安心」に変えていく必要がある。こうした動
きへの国の支援が、我が国の経済成長につながる。

酒田市・丸山市長から「SAKATA
スマート農業City」の取組のお便り
‣ データに基づく農業生産による収量安定化、高品質化、コスト
低減等を目指し、市の庄内バイオ研修センターを「スマート農業
研修センター」とし、企業等と連携して以下の取組を推進
①センシング・分析技術を用いて収集した圃場のデータをまとめた
「地域・地力マップ」の作成と農業者との共有

②篤農家のノウハウの見える化・研究と農業者との共有
③農業者・営農指導員向けのスマート農業研修

那須塩原市・渡辺市長から
教育現場でのICT活用の取組のお便り
‣ 発達支援Web相談システム

病院と各学校間のWeb会議システムにより、学校に居ながら教
職員が作業療法士等から発達支援関係の児童生徒に対する医
学的助言を受けられる体制を構築（県内初の取組）

‣ 那須塩原市の各学校でのＩＣＴの活用状況等
普通教室の無線ＬＡＮ整備率、超高速インターネット接続率、

電子黒板整備率、統合型校務支援システムの整備率のすべて
で１００％を達成

大阪府から宝くじ販売での
多言語音声翻訳機活用の取組のお便り
‣ 外国人旅行者（インバウンド）をターゲットとした宝くじの販売促
進策を大阪府内で実施

‣ 日本円の小銭の処理に悩む外国人もターゲットに、関西国際
空港へのアクセスターミナルである南海電鉄・なんば駅構内の売
場にて1枚100円のスクラッチくじをＰＲ

‣ 販売員の対応力の向上や負担軽減を図るため、「多言語チラ
シ（英・中）」のほかに「携帯翻訳機（ポケトーク）」を販売企業
（ソースネクスト）と連携し、現場に配備



・若者の意識の変化を捉え、地方ならではの豊かなライフスタイルを都市部の移住関心層に提示す
ることで地方への新しい人の流れを創出するため、移住に至るまでのフェーズごとに成果を上げ
ている取組について、着眼点を明示した効果的な広報を通じて地方公共団体と認識を共有するこ
とにより、横展開を推進

１ 地方への新しい人の流れの創出

Ⅰ 東京一極集中の是正と地域の活性化 1
豊かなライフスタイルの提示による地方への人の流れの創出

（１）豊かなライフスタイルの提示による地方への人の流れの創出

【予算】地方への人の流れの創出に向けた効果的広報 0.4億円【新規】

イメージ



・地域課題の解決に資する地域外の者を創出するため、
特定の地域に継続的に多様な形で関わる関係人口の創
出・拡大に取り組む地方公共団体を支援するとともに、
関係人口の創出・拡大に向けた機運の醸成や潜在層の掘
り起こし等を実施

【予算】関係人口創出・拡大事業 8.1億円（元年度 5.1億円）

１ 地方への新しい人の流れの創出

Ⅰ 東京一極集中の是正と地域の活性化

（１）地域との多様な関わりの創出

2
地域との多様な関わりの創出（関係人口の創出・拡大等）

【予算】サテライトオフィス・マッチング支援事業 0.1億円（元年度 0.1億円）

・地方公共団体と企業とのマッチング機会を提供することにより、地方へのヒト・情報の流れ
の創出を更に加速

関係人口のイメージ

【予算】ふるさとワーキングホリデー推進事業 0.5億円（元年度 0.5億円）

・都市部の若者などが、一定期間地域に滞在し、働いて収入を得ながら、地域住民との交流や学
びの場などを通して、地域での暮らしを丸ごと体感し、地域との関わりを深める機会を提供



・地域おこし協力隊の更なる拡充のため、全国サミットの開催等により広く制度の周知を行う
とともに、隊員・自治体担当職員双方への研修やサポートデスクの充実等により、隊員の円
滑な活動を支援

【予算】地域おこし協力隊の推進に要する経費 2.1億円 （元年度 1.5億円）

１ 地方への新しい人の流れの創出

Ⅰ 東京一極集中の是正と地域の活性化 3
都市から地方への移住・交流の推進

・地方移住関連情報の提供や相談支援の一元的な窓口である「移住・交流情報ガーデン」の
情報提供機能の強化や地域と多様に関わる者への情報提供、都市と農山漁村の交流の支援な
どにより、地方への移住･交流を推進

【予算】「移住・交流情報ガーデン」の運営等に要する経費 0.9億円（元年度 0.9億円）
都市・農山漁村の地域連携による子供農山漁村交流推進モデル事業

0.4億円（元年度 0.4億円）

（１）地域おこし協力隊の拡充など地方への移住・交流の推進



・革新的技術を活用して企業の生産性向上を図るとともに、地域の経済循環を拡大するため、革新
的技術の実装例や地域の強みを活かした地域経済循環に資する先進事例について、効果的な広報
を通じて地方公共団体と認識を共有することにより、横展開を推進

２ 地域を支える人づくり、地域経済の活性化に向けた取組

Ⅰ 東京一極集中の是正と地域の活性化

（１）地域の基幹産業を中心とした地域経済活性化

4
地域の基幹産業を中心とした地域経済活性化

【予算】地域の基幹産業を中心とした地域経済活性化に向けた効果的広報 0.7億円【新規】

イメージ



・産学金官の連携により、地域の資源を活用して、雇用吸収力の大きい地域密着型事業の立ち上げ
を支援する｢ローカル10,000プロジェクト｣の推進により、地域の雇用創出と消費拡大を更に促進

・バイオマス等の地域資源を活用した地域エネルギー事業立ち上げのためのマスタープランの策定
支援、地方公共団体向けスタートアップ窓口の設置等により、地方公共団体を核とした分散型エ
ネルギーシステムの構築を強力に推進

【予算】地域経済循環創造事業交付金 14.5億円（元年度 10.0億円）

２ 地域を支える人づくり、地域経済の活性化に向けた取組

Ⅰ 東京一極集中の是正と地域の活性化

（１）地域資源を活用した地域の雇用創出と消費拡大の推進

5
地域資源を活かした地域の雇用創出と消費拡大の推進等

（２）シェアリングエコノミーの活用推進

・地域経済の好循環の更なる拡大に向け、シェ
アリングエコノミーを活用して、地域の社会課
題解決や新たな生活産業の実証・実装による地
域経済の活性化を図るため、地方公共団体等に
よる取組を支援

【予算】シェアリングエコノミー活用推進事業
1.0億円（元年度 0.5億円）

イメージ



・地方におけるIT人材育成や雇用創出を図るため、都市部のIT系企業と連携したIT技術に関する職
業訓練の実施、IT系企業のサテライトオフィスの誘致、誘致IT系企業等への就職支援等に取り組
む地方公共団体を支援

【予算】IT人材育成×サテライトオフィス誘致促進連携事業 1.2億円【新規】

２ 地域を支える人づくり、地域経済の活性化に向けた取組

Ⅰ 東京一極集中の是正と地域の活性化

（５）都市部企業と連携したIT人材育成の推進

6
地域資源を活かした地域の雇用創出と消費拡大の推進等

・地域の課題解決のための住民による取組体制の確立のため、地域
における多様な主体（※）を包摂し、連携させる地域運営組織の形成
及び持続的な運営を支援
※自治会・町内会、婦人会、ボランティア、NPO、消防団、経済団体、郵便局など

【予算】地域運営組織の形成及び持続的な運営に要する経費
0.2億円（元年度 0.1億円）

（４）地域運営組織の形成促進

（３）JETプログラムによるグローバルな地域活性化の推進

・JET青年と地域おこし関係者との間で地域活性化事例を共有することにより、JET青年の地域
国際化活動への積極的な参画を支援するとともに、国際的な視点を持った地域活性化を推進

【予算】JET地域国際化塾の開催に要する経費 0.1億円（元年度 0.1億円）



２ 地域を支える人づくり、地域経済の活性化に向けた取組

Ⅰ 東京一極集中の是正と地域の活性化 7
地域資源を活かした地域の雇用創出と消費拡大の推進等

（６）公民連携による遊休公共施設等の活用推進

・地域経済の活性化や地域課題の解決に向け、公民連携による遊休公共施設等の一層の有効活
用を図るため、民間（企業、NPO等）と連携組織を立ち上げて遊休公共施設等の情報収集・公
開や活用可能性調査等を実施する地方公共団体を支援

【予算】公民連携による遊休公共施設等活用推進事業 1.0億円【新規】



【予算】 過疎地域等自立活性化推進交付金
うち過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業

5.0億円（元年度 4.0億円）

【予算】 過疎地域等自立活性化推進交付金
うち過疎地域等自立活性化推進事業 等

5.8億円（元年度 2.9億円）

・Society 5.0時代の技術を活用した取組のほか、基幹集落
における定住促進団地の造成や空き家を活用した定住促進
住宅の整備、廃校舎などの遊休施設を活用した地域振興施
設の整備等を支援

・基幹集落を中心に周辺の複数集落をひとつのまとまりと
する「集落ネットワーク圏」（小さな拠点）において、
Society 5.0時代の技術を活用して行う生活支援の取組
や「なりわい」を創出する活動等を支援

過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業

※集落ネットワーク圏の範囲は、新旧小学校区、旧町村等を想定

（２）集落ネットワーク圏の推進

２ 地域を支える人づくり、地域経済の活性化に向けた取組

（１）過疎地域の自立促進に向けた取組への支援

過疎対策の推進

8

（Society 5.0時代の技術を活用した取組のイメージ）

対話型アプリによる
デマンドバスの予約

ドローンによる
高齢者の買い物支援

センサーを活用した
作物の生育管理

５Ｇを活用した
遠隔医療

トラクターの
自動運転

Ⅰ 東京一極集中の是正と地域の活性化

【過疎地域等自立活性化推進交付金の主なメニュー】

過疎地域等自立活性化推進事業

おおむね以下の分野に該当するソフト事業が対象。

① 産業の振興

② 生活の安心・安全確保

（子育て支援を含む）

③ 集落の維持・活性化

④ 移住・交流・若者の

定住促進

⑤ 田園回帰の促進

⑥ 地域文化の伝承

⑦ 環境貢献施策の推進

（例：ＩＣＴを活用した鳥獣被害対策）



・ 5G・IoT等の高度無線環境の実現に向けて、地理的に条件不利な地域において、電気通信事業
者等が、高速・大容量無線局の前提となる光ファイバ等を整備する場合に、その事業費の一部
を補助

３ Society 5.0を支えるICTインフラ整備
9

5G・光ファイバ等の全国展開支援

【予算】高度無線環境整備推進事業 64.8億円（元年度 52.5億円）

（億円）当初予算額スマートホーム

通信ビル

教育ＩｏＴ スマートモビリティ観光ＩｏＴ

農業IoT

コワーキング
スペース

無線局
エントランス

（クロージャ等）

地域の拠点的地点

高速・大容量無線局の前提となる伝送路

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

（１）高速・大容量の無線局を支える光ファイバの整備



• 携帯電話等エリア整備事業
過疎地等の地理的に条件不利な地域において、地方公共団
体が携帯電話等を利用可能とするために基地局施設等を整
備する場合や、無線通信事業者が5G基地局などの高度化施
設等を整備する場合に、その事業費の一部を補助

• 電波遮へい対策事業
鉄道トンネルや医療施設等の携帯電話の電波が届かない場
所において、一般社団法人等が携帯電話等の中継施設を整
備する場合に、その事業費の一部を補助

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

（２）5G等の携帯電話基地局の整備促進

交換局

携帯基地局

アンテナ
光ファイバ

Ａ

C

Ｂ

電波が遮へい
無線設備
電源設備

携帯基地局Aと携帯電話Bとの間の電波が遮へいされるため、
無線局Cを設置することによりトンネル内での通信を可能とする。

携帯電話等エリア整備事業のイメージ図

電波遮へい対策事業のイメージ図

10
5G・光ファイバ等の全国展開支援

３ Society 5.0を支えるICTインフラ整備

【予算】携帯電話等エリア整備事業 35.6億円
（元年度 31.6億円）
電波遮へい対策事業 32.5億円
（元年度 42.5億円）



（１）ローカル5Gの周波数帯拡充に向けた制度整備

11
ローカル5G拡充に向けた制度整備

３ Society 5.0を支えるICTインフラ整備

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

・ローカル5Gは、28.2～28.3GHzの100MHz幅について、2019年12月に制度整備を予定している。さ
らなる利活用を推し進めるべく、使用する周波数帯を4.6～4.8GHz及び28.3～29.1GHzに拡充する
ため、情報通信審議会において技術的条件の検討を行い、2020年中に制度化を行う。

2020年中に制度化を目指す
2019 2020

ローカル5Gの周波数帯拡充
（4.6-4.8GHz、28.3-29.1GHz） 技術的条件のとり

まとめ（６月）

★

制度化（12月）★

制度化、申請受付
開始（11-12月）

★

【4.5GHz帯】

4500 4600 4800

NTTドコモ
100MHz ↑↓

ローカル5G①
※公共業務用システムと要調整

27.4 27.8

ソフトバンク
400MHz ↑↓

28.3 29.1 29.528.2

KDDI/沖縄セルラー
400MHz ↑↓

NTTドコモ
400MHz ↑↓

楽天モバイル
400MHz ↑↓

27.0

【28GHz帯等】
100M

Hz 
↑↓

ローカル5G②
※衛星通信事業者

と要調整

2019年
制度化予定

28.2-28.3GHz



３ Society 5.0を支えるICTインフラ整備

（１）マイナンバーカードの普及・利活用の促進

マイナンバーカードの普及とマイナンバー制度の利活用の促進

12

・令和元年６月４日のデジタル・ガバメント閣僚会議で示された「マイナンバーカードの普及とマ
イナンバーの利活用の促進に関する方針」等を踏まえ、令和２年度に予定されているマイナン
バーカードを活用した消費活性化策や令和３年３月から本格運用が開始される健康保険証として
の利用等に向けてマイナンバーカードの普及・利活用を推進

・令和元年５月31日に公布されたデジタル手続法に基づき、国外転出者によるマイナンバーカー
ド・公的個人認証の利用を可能とするための情報システムの整備等を実施

【予算】 個人番号カード交付事業費補助金 841.1億円（元年度 150.0億円）
個人番号カード交付事務費補助金 651.9億円（元年度 61.1億円）
マイナンバーカード・公的個人認証の海外継続利用に要する経費 242.0億円【新規】

（２）マイナンバー制度における情報連携の円滑な実施

・行政機関等の間での情報連携において基盤となる情報提供ネットワークシステムの設置・管理、
令和５年度末までに戸籍関係情報の情報連携が開始されること等を踏まえ、引き続き円滑に情報
連携を行うための次期システムの整備、地方公共団体において情報連携を行うに当たって必要と
なる情報システムの整備についての支援等を実施

【予算】社会保障・税番号制度システム整備費補助金 65.3億円（元年度 46.1億円）

※情報提供ネットワークシステムの設置・管理等に係る経費については、内閣官房の下で一括要求・一括計上

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



・消費税率引上げが消費に与える影響を継続して緩和するとともに、官民共同利用型キャッシュレ
ス決済基盤の構築を目指し、マイナンバーカードを取得している個人が行う、プレミアムを付与
したマイナポイント（仮称。マイナンバーカードを活用したポイント）の購入等について、当該
プレミアム分を国が補助するとともに、各種給付など自治体サービスにおいてマイナポイント
（仮称）を活用する方策を検討

【予算】マイナンバーカードを活用した消費活性化と官民共同利用型キャッシュレス決済基盤の構築に要する経費
事項要求（元年度 119.3億円）

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

（１）マイナンバーカードを活用した消費活性化と官民共同利用型キャッシュレス決済基盤
の構築

13
マイナンバーカードを活用した消費活性化と官民共同利用型キャッシュレス決済基盤の構築

３ Society 5.0を支えるICTインフラ整備



・動画配信サービスの普及等により通信トラヒックが急増し、さらに今後は放送事業者によるネッ
ト同時配信が本格化することが見込まれる中、ローカルコンテンツを含むインターネットコンテ
ンツを効率的・安定的に地域住民に送り届けるため、地域IX・CDN等の活用による最適なネット
ワーク構成及びコンテンツ配信基盤の在り方を技術的な観点から総合的に検証し、関係事業者に
よる適切な設備投資、新サービス創出等を促進する。

【予算】地域IX・CDN等を活用したローカルコンテンツ配信効率化等促進事業 11.4億円【新規】

３ Society 5.0を支えるICTインフラ整備
14

地域IX・CDN等を活用したローカルコンテンツ配信効率化等の促進

（１）地域IX・CDN等を活用したローカルコンテンツ配信効率化等促進事業

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



４ 産業の高度化・新規産業の創出

（１）地域課題解決型ローカル5G等の実現に向けた開発実証

15
地域課題の解決に資する5Gの活用推進

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

・地域の企業や自治体をはじめ、様々な主体が個別
のニーズに応じて独自の5Gシステムを柔軟に構築
でき、地域課題解決に資することが期待されてい
る「ローカル5G」等の実現に向け、地域のニーズ
を踏まえた開発実証を推進

【予算】地域課題解決型ローカル5G等の実現に向けた開発実証 70.1億円【新規】



【予算】モバイル決済モデル推進事業 6.0億円【新規】

４ 産業の高度化・新規産業の創出
16

キャッシュレス化・情報銀行等によるデータ流通・活用の推進

・ＱＲコード決済を地域で面的に導入するモデル
を全国に普及させるための支援及びモバイル端
末を使ったキャッシュレス決済の基盤が整備さ
れた地域における決済データ・購買データ等の
地域での活用のための環境整備を行い、国内の
決済事業者によるキャッシュレス化を推進

（１）モバイル決済データの活用推進

決済事業者A
決済事業者B
決済事業者C

・
・
・

地元スーパーX
地元スーパーY

決済データ

購買データ

地域の
データ

活用基盤

利活用

地元スーパー
小規模店舗
交通機関
行政

標準API 標準ルール

【予算】情報信託機能活用促進事業 1.5億円（元年度 1.0億円）

（２）情報銀行等によるパーソナルデータの活用推進

・情報銀行の社会実装を推進するため、
引き続き、情報の活用について必要
なルールの検討に資する実証事業を
実施するとともに、データ倫理を担
う人材の育成と情報銀行を介した
データ連携のための機能の標準化を
実施

便益
委任
（個人情報の
管理・利用） データ倫理審査会（仮称）

・構成員の例：エンジニア、セ
キュリティ専門家、法律実務家、
データ倫理専門家、消費者等
・構成員には社外委員を含む

定期的に報告

必要に応じて
助言を行う

■情報銀行におけるデータ倫理を担う人材の育成

役割の共通認識を醸成
データ倫理を担う人材の育成

■ 情報銀行間のデータ連携

Ａ

Ｂ

契約

契約

個人情報
個人情報

個人 契約

提供先
（Ａ）

契約

個人情報 提供先
（Ｂ）

個人情報

連携

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会
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（１）放送用周波数の有効活用に向けた取組の推進

・放送サービスの高度化やホワイトスペースの一層の利用拡大など、放送の未来像を見据えた放送
用周波数の更なる有効活用に向けた技術方策と、技術的条件の在り方について検討を実施し、地
上放送用周波数のひっ迫状況を解消するとともに、新たな放送サービスの実現を図る。

【予算】周波数ひっ迫対策技術試験事務 78.5億円の内数 （元年度 77.2億円の内数）

４ 産業の高度化・新規産業の創出

量子暗号、ネットワーク高度化、AI･自然言語処理等の技術開発･標準化

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



４ 産業の高度化・新規産業の創出
18

量子暗号、ネットワーク高度化、AI･自然言語処理等の技術開発･標準化

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

（２）量子暗号の技術開発の推進

・現代暗号の安全性の破綻が懸念されている
量子コンピュータ時代において、国家間や
国内重要機関間の機密情報のやりとりを安
全に実行可能とするため、グローバル規模
での量子暗号通信網の実現に向けた研究開
発を推進

【予算】
グローバル量子暗号通信網構築のための研究開発

15.3億円【新規】

・世界的な人工衛星等の産業利用に向けた活動の活発
化による衛星利用の需要拡大に対応するため、また、
衛星通信に対する脅威となりつつあるサイバー攻撃
を防ぎ、安全な衛星通信ネットワークの構築を可能
とするため、高秘匿な衛星通信に資する技術の研究
開発を推進するとともに、国際標準の獲得等による
我が国の国際競争力の向上を推進

（３）衛星通信における量子暗号技術の研究開発の推進

【予算】衛星通信における量子暗号技術の研究開発 3.6億円（元年度 3.6億円）



４ 産業の高度化・新規産業の創出
19

量子暗号、ネットワーク高度化、AI･自然言語処理等の技術開発･標準化

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

【予算】
新たな社会インフラを担う革新的光ネットワーク技術の
研究開発 11億円（元年度 9.7億円）

・超高精細映像やIoT・ビッグデータ・AI等の普及に
よって急速に増大する通信トラヒックに対応するた
め、高速大容量、低消費電力、柔軟な接続を達成で
きる光ネットワーク技術の研究開発を推進

（４）最先端の情報通信ネットワーク技術の研究開発の推進

・Society 5.0時代における通信量の爆発的増加やサー
ビス要件の多様化（超低遅延、多数同時接続等）、
ネットワークの複雑化に対応するため、AI（人工知
能）を活用したネットワーク運用の自動化等を実現
する技術の研究開発を推進

（５）AIによるネットワーク自動最適制御技術等の研究開発の推進

【予算】
革新的AIネットワーク統合基盤技術の研究開発

7.0億円（元年度 7.0億円）

障害対応フロー導出 サービス要求分析

ネットワーク設計ネットワーク状態分析

ﾈｯﾄﾜｰｸ情報

輻輳

自動設定

通信事業者ネットワーク

運用者 ／ 管理者

障害対応支援

分析結果 分析結果

ｻｰﾋﾞｽ要求

AIを活用したネット
ワーク運用の自動化



４ 産業の高度化・新規産業の創出
20

量子暗号、ネットワーク高度化、AI･自然言語処理等の技術開発･標準化

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

・世界の「言葉の壁」をなくし、グローバルで自由な交
流を実現するため、「グローバルコミュニケーション
計画」の次期計画を策定・推進するとともに、年々増
加している訪日外国人や在留外国人に対応し、2025年
の大阪・関西万博に向け、ストレスなく十分なコミュ
ニケーションを図れるよう、AIによる多言語翻訳技術
の更なる高度化（文脈に応じた語彙の統一、話者の意
図の補完、同時通訳）に関する研究開発を推進

（６）多言語翻訳技術の高度化に関する研究開発

【予算】多言語翻訳技術の高度化に関する研究開発 20億円【新規】

・従来の「命令実行」型対話技術（現在スマートス
ピーカー等で利用されている技術）では実現困難な、
世界的に認められた「おもてなし」に代表される日本
の対人関係観を反映した「寄り添い」型対話を実現す
べく研究開発・実証を実施。開発した対話プラット
フォームについては、オープンソースとして公開し、
高度対話技術の利活用を推進するサービス開発コミュ
ニティの育成を図る。

【予算】高度対話エージェント技術の研究開発・実証 1.4億円（元年度 1.4億円）

（７）高度対話エージェント技術の
研究開発・実証

多目的高度対話エージェント
コンテンツ生成支援技術

高度対話エージェントを容易に開発
可能な環境を開発

社会・産業の様々な分野において、深い知識に基づく
「よりそい」型対話を実現

・開発コミュニティ構築を促進
・自然言語処理技術の社会実装を促進

利活用技術

高度対話エージェント共通基盤化技術

基礎的かつ共通に必要となる意図解釈技術、
感情推定技術等を搭載

基幹技術

医療、介護、観光等の分野における専門家が、
対話エージェント向けのコンテンツを容易に開発

目指すコミュニケーション



24
４ 産業の高度化・新規産業の創出

量子暗号、ﾈｯﾄﾜｰｸ高度化、AI･自然言語処理等の技術開発･標準化

（８）工場のワイヤレス化の推進

・生産ラインの柔軟な変更や故障等を未然に防ぐ
予知保全等を可能とする無線システムの導入が
期待される製造現場において、無線システムの
混在による通信の輻輳や産業機械からの電波雑
音等の課題を解決し、工場のワイヤレス化を実
現するための技術（工場内の無線通信を最適制
御・高信頼化する技術等）を確立するとともに、
国際標準化を実施

【予算】電波資源拡大のための研究開発
125.9億円の内数（元年度 100.4億円の内数）

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会
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４ 産業の高度化・新規産業の創出

量子暗号、ネットワーク高度化、AI･自然言語処理等の技術開発･標準化

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

・ICT分野における研究開発成果の国際標準化や実用化を加
速し、イノベーションの創出や国際競争力の強化に資する
ため、外国の研究機関との国際共同研究開発を戦略的に推
進

【予算】戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE）
21.0億円の内数（元年度 15.3億円の内数）

（９）戦略的な国際標準化の推進
欧州委員会

欧州の
研究機関

総務省

日本の
研究機関

①公募プロジェ
クトの合意

③共同
提案書作成

⑤競争的
研究資金

⑤競争的
研究資金

②
共同
公募

④
共同
提案

戦略的な国際標準化の推進（例:日EU国際共同研究）

外国機関との国際共同研究のテーマ例

・5G（無線､ネットワーク、
アプリ）

・ICTロボット
・光ネットワーク
・スマートシティ
・IoT社会インフラ 等

国際標準化機関（ITU等）
で国際標準を獲得

・国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）による基礎的・基盤的な研究開発等の推進

（10）基礎的・基盤的な研究開発等の推進

【予算】

国立研究開発法人情報通信研究機構運営費交付金 327.7億円（元年度 271.0億円）
国立研究開発法人情報通信研究機構施設整備費補助金 1.0億円（元年度 1.0億円）



・言葉の壁がない世界の実現を目指し、日常生活やビジネス
での活用が可能な多言語翻訳の普及を推進

【予算】多言語翻訳の普及推進 1.2億円【新規】

４ 産業の高度化・新規産業の創出

（１）多言語翻訳の普及推進

23
多言語翻訳の普及推進

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



・産学金官の連携により、地域の資源を活用して、雇用吸収力の大きい地域密着型事業の立ち上げ
を支援する｢ローカル10,000プロジェクト｣の推進により、地域の雇用創出と消費拡大を更に促進

・バイオマス等の地域資源を活用した地域エネルギー事業立ち上げのためのマスタープランの策定
支援、地方公共団体向けスタートアップ窓口の設置等により、地方公共団体を核とした分散型エ
ネルギーシステムの構築を強力に推進

４ 産業の高度化・新規産業の創出

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

（１）地域資源を活用した地域の雇用創出と消費拡大の推進（再掲）

24
ローカル10,000プロジェクト･分散型エネルギーインフラプロジェクトの推進

【予算】地域経済循環創造事業交付金 14.5億円（元年度 10.0億円）



４ 産業の高度化・新規産業の創出

競争的資金による破壊的イノベーション創出

25Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

・競争的資金による研究開発を通じて、
未来社会における新たな価値創造、
若手ICT人材の育成、中小企業の斬新
な技術の発掘、ICTの利活用による地
域社会の活性化、外国との共同研究
による国際標準獲得等に貢献。

（１）戦略的な情報通信に係る研究開発の推進

【予算】戦略的情報通信研究開発推進事業(SCOPE)
21.0億円（元年度 15.3億円）

（２）「異能vation」プログラムの推進

・ICT分野において、人工知能には予想もつか
ない破壊的な地球規模の価値創造を生み出
すために、大いなる可能性がある奇想天外
でアンビシャスな技術課題への挑戦を支援。
全国各地において、これまでにない異色多
様な挑戦を行い未来を拓く人材を育成。

【予算】戦略的情報通信研究開発推進事業(SCOPE)
21.0億円の内数（元年度 15.3億円の内数）

民間企業

大学等

その他
研究機関

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
目
的
に

応
じ
て
課
題
提
案

採択・継続評価を経た
有望な研究開発を推進

.

人材育成

.

知的財産

.

事業化

.

国際標準

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出

社会展開指向型

ＩＣＴ基礎・育成型

自治体連携研究
推進プログラム

国際標準獲得型

独創的な人向け特別枠
異能vation

破壊的な
技術課題
に挑戦

技術
課題

異色多様な挑戦者 公募 支援 地球規模の展開

評
価

・地球規模の発信
・国際展開の支援

令和元年度は
試行的に実施。

イベント・ピッチ参加等
による国際展開支援

オウンドメディア等
を用いた発信支援

※破壊的な挑戦部門とジェネ
レーションアワード部門の応
募件数の合計

プレ異能
vation

地域の「個性」を支援し、
全国の破壊的イノベー

ションの種を育成

（名門）

異能
マスターズ

<異能β>

評
価

・自薦/他薦
・日本で活躍したい
海外人材や企業

平成30年度：11,420件※

対象者：大いなる可
能性のあるICT課題
に挑戦する者

応募要件：年齢制
限なし、国籍不問

支援額：300万円（上限）
期間：１年間
採択件数：20件程度（想定)
評価：スーパーバイザーの直

感による絶対評価

伊藤 穰一
MITメディアラボ
所長

上田 学
米国MODE, Inc.
CEO

小川 エリカ
ギネスワールド
レコーズジャパン

中須賀 真一
東京大学
教授

川西 哲也
早稲田大学
教授

高須 克弥
高須クリニック
院長

外村 仁
Evernote Japan
前会長

高橋 智隆
ロボ・ガレージ
代表取締役社長

原田 博司
京都大学
教授

三池 崇史
映画監督

牧野 友衛
トリップアドバイザー
代表取締役

まつもと ゆきひろ
Ruby Assoc.
理事長

アダム・ディアンジェロ
Quora創業者兼CEO
元FacebookCTO



26
４ 産業の高度化・新規産業の創出

競争的資金による破壊的イノベーション創出

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

・ICT分野における我が国発のイノベーションを創出するため、新技術を有するスタートアップ・ベン
チャー企業等による事業化への「死の谷」を乗り越える挑戦を支援。

（３）ICT分野の研究開発型スタートアップ支援

【予算】研究開発型ICTスタートアップ支援プログラム 3.5億円【新規】

プロトタイプ試作・
改良

ユーザー実証
データ収集・分析

ビジネスモデル
構築

コンセプト検証 (Proof of Concept)型
研究開発

スタートアップ企業 VC等

民間VC等
リスクマネーによる

資金調達

IPO、M&A、
海外市場への展開

VC等事業化支援の
専門家

有望な技術シーズを持つ
スタートアップ企業

補助金による支援

有識者による
技術の目利きマッチング



・内閣官房、総務省、経済産業省、公正取引委員会などから構成される、デジタル市場競争本部
（仮称）において、「デジタル市場に特有に生じる取引慣行等の透明性・公正性確保のための法
制等の整備」、「データポータビリティやAPI開放に向けた課題整理」、「競争・イノベーショ
ンを促進する観点から、独占禁止法などの関係法令に基づく調査結果等を報告する権限の付与」
等、同本部を中心に関係府省が連携して検討を実施

４ 産業の高度化・新規産業の創出

（１）デジタル・プラットフォーマーを巡る取引環境整備

27
デジタル・プラットフォーマーを巡る取引環境整備

①直接ネットワーク効果 利用者

事業者
出店者

オンライン・プラットフォーム

③
間
接
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
効
果

市場

市場

②
二
面
市
場

①直接ネットワーク効果
同じネットワークに属する利用者が多ければ多いほど、
それだけ利用者の効用が高まる効果

②二面市場
デジタル・プラットフォームは事業者や出店者の市場と、
利用者と２つの市場を持っていること

③間接ネットワーク効果
同じネットワークに属する利用者グループが複数存在し、
その利用者グループの間で、一方のグループの利用者が
増えれば増えるほど、他方のグループの利用者の効用も
高まる効果

（デジタル・プラットフォーマーの特徴）

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



・今後新たに利用が想定される無線システムについて、実試験での検討に要する期間や費用の
圧縮や、実環境では困難な大規模・複雑な検証を行うために、多様な無線システムを大規模か
つ高精度で模擬可能な電波模擬システムの実現に向けた研究開発等を行う。

【予算】仮想空間における電波模擬システム技術の高度化 30.6億円【新規】

（１）仮想空間における電波模擬システム技術の高度化

28
新たな電波利用ニーズに対応するための電波利用環境の構築

４ 産業の高度化・新規産業の創出

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

任意の環境（地形・建築物等）を仮想空間上で模擬

多様な無線システムの電波発
射等を模擬可能

電波模擬システム

・減衰・反射・回折などの電波伝搬を高精度に模擬
・既存無線システムとの干渉影響をリアルタイムに
評価・判定

電波模擬技術

空間モデル化

電波伝搬・干渉モデル化

電波伝搬検証基盤技術

仮想空間上で任意（場所・数）
で配置可能



29

運用調整
システム

5Gシステム既存利用者

時間

場所高さ

空きリソース

周波数利用
状況DB

無線局諸元DB

• 周波数
• 場所、高さ
• 時間

• 送信電波の範囲⇒
伝搬損失

★

★
★

★

★
★ ★

★ ★ ★

★

★

緻密かつ高さを考慮した周波数帯毎の
利用状況の把握

新規利用者
(5G等)

・5G等の新たな電波利用ニーズに対応するため、既存無線システムとの周波数共用を高めるため、
既存無線システムの電波の空きを時間や空間（場所）ごとに正確に見つけ出し、新たな無線シス
テムに利用可能とする高度な周波数共用技術の開発等を行う。

【予算】異システム間の周波数共用技術の高度化 43.9億円（元年度 24.9億円）

新たな電波利用ニーズに対応するための電波利用環境の構築

ダイナミック周波数共用システム

４ 産業の高度化・新規産業の創出

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

（２）異システム間の周波数共用技術の高度化



【予算】ICT国際競争力強化パッケージ支援事業 20.5億円（元年度 3.8億円）
周波数の国際協調利用促進事業 21.2億円（元年度 9.1億円）
グローバルICTインフラの構築の促進に向けた諸外国との戦略的連携の推進 1.2億円（新規）

ICT国際競争力強化パッケージ支援事業

（１）ICTインフラシステム、日本の郵便分野等の海外展開

・通信・放送・郵便システム、防災／医療ICT、スマートシティ、セキュリティ、電波システム等のICTインフ
ラプロジェクト・システムについて、①案件発掘（規制／ニーズの事前調査等）、②案件提案（官民ミッショ
ン・デモンストレーション）、③案件形成（整備計画策定・モデル事業実施等）といった展開ステージに合わ
せた支援の実施により、海外展開を促進。

・対象国の総合的な課題解決に貢献し、我が国の強みを有する「質の高いICTインフラ」の輸出を加速させ、
「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）2019」において目標としている「2020年のインフラシステム
受注約30兆円」に関して、ICT分野において貢献する。

・また、「ICTグローバル戦略」を踏まえたICTの海外展開を進め、大規模なグローバルICTインフラプロジェク
トについて、各機関・各国と連携しつつ、我が国企業の参入を後押しする。

主な政府の方針：

「経済財政運営と改革の基本方針2019」
（令和元年30年６月21日閣議決定）

○海外展開の促進

2020年のインフラシステム受注約30兆円という目標を

達成し、我が国の経済成長の実現に寄与する。

30
５ 海外展開・国際的な政策連携

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

ICTインフラシステム、郵便分野、行政相談制度、消防用機器、統計等の海外展開等



・2010年以降、災害に強く環境に優しい郵便局ネットワークを
世界に普及させるため、任意拠出金を提供し、ＵＰＵの災害
対策プロジェクト等を積極的に推進。

・上記既存の取組支援の使途を郵便ネットワークの社会的、経
済的活用、ＩＣＴや最先端技術の活用等への取組にも拡大

（参考）
・2020年８月10日～28日に開催される万国郵便大会議（於：コートジボワール）

で、次期国際事務局長選挙を実施
・日本として、目時政彦（めとき・まさひこ）現ＵＰＵ郵便業務理事会議長（日

本郵便株式会社執行役員）を擁立。

【予算】国際機関への貢献（万国郵便連合拠出金等）
5.5億円（元年度 3.3億円）

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会
５ 海外展開・国際的な政策連携

（３）万国郵便連合（ＵＰＵ）への任意拠出金による国際協力の強化

UPUを通じた災害対策プロジェクト、
郵便ネットワークの社会的、経済的
活用プロジェクト

世界の郵便のネットワークの
強靱化・活用に貢献

（２）日本型郵便インフラシステムの海外展開の推進

・郵便・郵便局の近代化・高度化に意欲のある国に対して、
日本の郵便の優れた業務ノウハウや関連機器をインフラ
システム全体として提供・輸出することにより、各種ビ
ジネスを創出

【予算】ICT国際競争力強化パッケージ支援事業
20.5億円の内数（元年度 3.8億円の内数） 郵便の近代化・高度化に

取り組む国々に
提供・輸出

日本型
郵便インフラシステム

• 業務ノウハウ
• 関連機器
• 郵便局ネットワークを活用したビジネス

ICTインフラシステム、郵便分野、行政相談制度、消防用機器、統計等の海外展開等
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【予算（財投等）】株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構（JICT）を通じた日本企業の海外インフラ展開支援
産業投資450億円、政府保証270億円

（元年度：産業投資267億円、政府保証85億円）

（４）海外通信・放送・郵便事業支援機構（JICT）の活用

・海外において電気通信事業、放送事業
又は郵便事業等を行う者に対して資金の
供給、専門家の派遣その他の支援を行う
株式会社海外通信・放送・郵便事業支援
機構（JICT）を活用し、我が国の事業者
の海外展開を支援

・海外事業に伴うリスクを機構の支援に
よって軽減することで、我が国の事業者
の海外展開を後押しし、新興国を中心と
した世界の膨大なインフラ需要を取り
込むことにより、我が国経済の持続的な
成長に寄与

32
５ 海外展開・国際的な政策連携

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

ICTインフラシステム、郵便分野、行政相談制度、消防用機器、統計等の海外展開等



・ベトナム、ウズベキスタン、タイ等とのＭＯＣ（協力覚書）に基づく協力事業
の実施や各国の公的オンブズマンとの連携を通じて、行政相談制度を海外に展開

（５）各国の公的オンブズマンとの連携・協力

33

○ 平成30年11月、タイ王国オンブズマン

（閣僚級）が来日。

総務大臣と協力の覚書に署名。

○ 平成31年3月、ベトナム国家監察省
副監察総監（副大臣）が来日し、
鈴木副大臣を表敬。

５ 海外展開・国際的な政策連携

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

ICTインフラシステム、郵便分野、行政相談制度、消防用機器、統計等の海外展開等

【予算】行政苦情救済制度国際交流事業 0.2億円（元年度 0.2億円）



Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

（b）消防用機器等の国際動向への対応

・各国ごとの動向に係る情報を収集するとともに、国際規格・基準の
分析、検討等を行うことにより、消防用機器等の国際標準化の対応
を推進

（a）日本規格に適合した消防用機器等の競争力の強化等

（６）消防用機器等の海外展開の推進

【ベトナムと消防分野における協力覚書を締結】

【予算】 国際消防防災フォーラムを活用した消防防災インフラシス
テムの海外展開の推進

0.6億円（元年度 0.1億円）

【予算】 消防用機器等の国際動向への対応
0.1億円（元年度 0.1億円）

【予算】 日本規格に適合した消防用機器等の競争力強化
0.2億円（元年度 0.2億円）

【国際規格イメージ図】

【フォーラムにおいてフィリピン消防局職員へ日本製品を紹介】

・日本製品の海外展開を推進するため、ベトナムをはじめ幅広く東南
アジア諸国等に対し、日本の規格・認証制度の普及を推進するとと
もに、日本企業の製品を紹介する場を提供

５ 海外展開・国際的な政策連携
37

ICTインフラシステム、郵便分野、行政相談制度、消防用機器、統計等の海外展開等



【予算】公的統計における情報通信技術の国際展開 0.6億円（元年度 0.6億円）

・諸外国､特に開発途上国の関心が高いオンラ
イン調査システム等を容易に海外展開できる
よう､現行の政府統計共同利用システムを基に
国際展開用統計ICTシステム「e-Stat lite」
を開発し､導入支援することで､諸外国の統計
の作成・提供の高度化に寄与

オンライン調査
システム

政府統計の
総合窓口

・地図情報と統計ﾃﾞｰタ
を合わせて提供

統計GIS

・政府の保有している
統計ﾃﾞｰﾀを一元的に提供

・電子調査票を用いた
調査の実施

統計表管理
システム

統計情報
データベース

・政府が公表する電子
媒体の統計表を一元
的に管理・保存

・統計情報をﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化
し、任意の統計表作成
や、各種ｸﾞﾗﾌを表示

e-Stat lite

35
５ 海外展開・国際的な政策連携

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

ICTインフラシステム、郵便分野、行政相談制度、消防用機器、統計等の海外展開等

（７）統計ICTシステムの海外展開



G7イノベーション大臣会合
(2018年3月・カナダ)

G7情報通信・産業大臣会合
(2017年9月・イタリア)

G７デジタル関係
閣僚会合

（2019年５月・フランス）
G7首脳会合

（2019年８月・フランス）

G7首脳会合
(同6月・カナダ)

G20貿易・デジタル経済大臣会合
(2019年6月・つくば)

G20 サミット
（2019年６月・大阪）

G20 サウジアラビア
（2020年）

G７ アメリカ
（2020年）

・グローバルなデータの流通を促進することで、データを用いたAI技術等によるイノベーションの創出や
様々な課題解決を促進。

・個人情報保護、サイバーセキュリティ等の観点や政治・経済の保護主義的な流れを受け、政府がイン
ターネットへの関与を強化し、情報の流通に制約をかけようとする動きが一部の国から見られる一方で、
日本として、G7・G20をはじめとする国際的な議論の場で、グローバルな企業活動やイノベーションの創
出を支える情報の自由な流通を促進することの重要性を発信。

・日本が議長国を務めたG20貿易・デジタル経済大臣会合（2019年６月・つくば市）やG20サミット（2019
年６月・大阪）の結果を踏まえ、国際的なAI原則の普及・展開、自由なデータ流通の一層の推進やその
ための信頼性向上、デジタル経済におけるセキュリティの強化等の国際的な議論を主導していくことで、
「ICTグローバル戦略」を推進。

（１）グローバルな制度・政策枠組み構築のためのICT国際連携

36
Ｇ７・Ｇ２０を起点としたＡＩ・データ流通等のICTグローバル戦略の推進

G20デジタル経済大臣会合
(2018年8月・アルゼンチン)

G20デジタル大臣会合
(2017年4月・ドイツ)

５ 海外展開・国際的な政策連携

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

【予算】経済協力開発機構（OECD）への拠出金 0.8億円の内数（元年度 0.7億円の内数）

OECD閣僚理事会
(2019年5月・フランス)



放送コンテンツ海外展開支援を通じたインバウンド拡大などの地域活性化の実現

・放送法の規定に基づき、必要な事項を指定して、ＮＨＫに国際放送を行うことを要請することによ
り、我が国の文化、産業等の事情を海外へ紹介し、我が国に対する正しい認識を培うことによって、
国際親善の増進及び外国との経済交流の発展等を図るとともに、在外邦人に対して必要な情報を提
供する。

【予算】 日本放送協会交付金 35.9億円（元年度 35.9億円）

（１）国際放送の実施

37
５ 海外展開・国際的な政策連携

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



・放送局等と自治体、地場産業、観光業等の関係者が幅広く協力して、我が国の魅力を紹介する放
送コンテンツを海外と共同制作し、海外発信等する取組を支援

・放送コンテンツの高い発信力を活用して、地域への外国人観光客の増加、地場産品や農産品の販
路拡大、対日理解の向上に寄与し、地域活性化と我が国産業の国際競争力強化に貢献

・ 2020年度までに放送コンテンツ関連海外売上高を500億円に増加させることを目標
（成長戦略フォローアップ（令和元年６月21日閣議決定））

５ 海外展開・国際的な政策連携

（２）放送コンテンツの海外展開

【予算】 放送コンテンツの海外展開強化事業等 24.0億円（元年度 2.0億円 平成30年度補正 14.5億円）

連携体制
の組成

②放送局等の国際共同制作支援①放送局等の海外展開支援 ③放送局等の番組展開支援

放送局
番組制作会社

地方自治体 地場産業 関係省庁・団体

地域への
外国人
観光客増加

地場産品、
農産品の
販路拡大

対日理解
の向上

地域活性化と我が国産業の国際競争力向上

…

海外展開に必要な交渉・契約ノウハウ
の共有、人材育成、海外市場・ニーズの

深掘り、情報発信等

国際番組見本市への出展に
向けた支援

ローカル局等と海外の放送局等が
地域の魅力を発信する番組を制作、発信

日本の
放送局等

海外の
放送局等共同制作

38
放送コンテンツ海外展開支援を通じたインバウンド拡大などの地域活性化の実現

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



６ 豊かなライフスタイルに資する生活支援

（１）医療・介護・健康データ利活用基盤高度化の推進

39
遠隔医療や8K、AI等の医療分野への活用の推進

(a) 医療・介護・健康分野のネットワーク化推進

・ICTを活用した医療・介護・健康分野のネットワー

ク化を推進するため、５Gや４K・８K等の新たな通

信・放送技術の活用も見据えた遠隔医療モデルの

構築やPHR（パーソナル・ヘルス・レコード）を民

間事業者が取り扱う際のルール作り等に資する調

査・検討、普及啓発等を実施

(b) 医療・介護・健康分野における先導的ICT利活

用研究推進

・医療等分野における先導的なICT利活用（8K等高

精細技術の医療応用、高度な遠隔医療の実現に必

要なネットワーク等の研究、AI・IoTを活用した

データ基盤開発）を実施

※ AMED（国立研究開発法人日本医療研究開発機構）

の事業として実施

【予算】医療・介護・健康データ利活用基盤高度化事業
9.1億円（元年度 8.8億円）

●８Ｋ内視鏡システムの開発、
遠隔医療への応用

●認知症対応型AI・IoTシステムの開発

IoTデバイスからのデータと
介護記録等を収集・統合

BPSDを予測し、
適切なケア方法を提示

クラウド上のデータ基盤の構築

生体データ
（心拍、呼吸等）

介護記録
（観察したこと、対応等）
環境データ
（温度、湿度等）

データを開放

介護施設
介護負担の軽減

他の研究機関・介護システム事業者

収集・統合

研究機関
AI解析

AI解析

収集・統合

API連携等

医師

患者

看護士等

医師
ＤｔｏＤ

ＤｔｏＰ
（オンライン診療）

・遠隔画像診断
・遠隔病理診断
・遠隔カンファレンス
・遠隔手術支援 等

自治体

保険者
（健保・国保等）

医療機関・ＥＨＲ

本人同意のもと
データ収集

PHRデータ
連携サーバ

本人

民間事業者

・・・

●遠隔医療モデルの構築

●ＰＨＲサービスの普及展開

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



・昨年12月１日から新4K8K衛星放送が開始され、4K・8Kによる高精細で臨場感のある映像による放
送サービスが提供されている。また、東京オリンピック・パラリンピック競技大会が行われる
2020年には、4K・8Kによる中継やパブリックビューイングを通じて全国各地で大会の感動が共有
されることを目指している。

・4Kを視聴可能なテレビの出荷台数は年々増加しているが、認知度の向上など更なる普及に向けた
取組が課題となっており、引き続き、放送事業者、メーカー等の関係者と連携して、周知・広報
等の取組を推進。

（１）4K・8K放送の推進

40

＜４Ｋ対応テレビ及び４Ｋテレビの普及状況＞＜４Ｋ・８Ｋとは＞

４Ｋ対応テレビ：「新４Ｋ８Ｋ衛星放送」を受信するために必要なチューナーを搭載していないが、

４Ｋ・８Ｋ映像を表示できるパネルを採用したテレビ。

４Ｋテレビ：「新４Ｋ８Ｋ衛星放送」を受信するために必要なチューナーを搭載したテレビ。

６ 豊かなライフスタイルに資する生活支援

4K・8K放送の推進

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



・2018年12月から開始された新4K8K衛星放送（左旋円偏波を利用）では、その一部の受信設備から
の中間周波数（2.2～3.2GHz）の電波が漏洩し、同一周波数帯で既にサービスを実施している他の
無線システムへ影響を及ぼすことが懸念されている。視聴者において対応テレビへの切り替えが
加速するこの機会を捉え、適切な受信環境を整備し、電波の能率的な利用を確保する。

【予算】衛星放送用受信環境整備事業 11.0億円（元年度 9.1億円）

６ 豊かなライフスタイルに資する生活支援

（２）衛星放送用受信環境整備事業

41
4K・8K放送の推進

補助のイメージ図

BS・CSブースタ

分配器

壁面端子

BS・UV分波器
（対象外）

右左旋対応アンテナ
（対象外）

受信機
（対象外）

平成29年５月11日以前に設置されていることが必要

アンテナ出力から壁面端子の間にある技術

基準に不適合となる機器を改修（交換）するた

めの費用（工事費を含む）の一部を補助

すでに設置されて
いる不適合品

適合品に改修
（交換）

写真待ち

《補助事業》(令和２年度予定)

補助額：
令和２年度予算要求額

（11.0億円）の内数

補助率：
１／２

補助世帯数：
３万１千世帯

事業年度：
平成３０年度～令和３年度（※）

※助成期間を２年間（令和３年度末まで）

延長する予定

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



・言葉の壁がない世界の実現を目指し、日常生活やビジネス
での活用が可能な多言語翻訳の普及を推進

【予算】多言語翻訳の普及推進 1.2億円【新規】

６ 豊かなライフスタイルに資する生活支援

（１）多言語翻訳の普及推進（再掲）

42
多言語翻訳の普及推進（再掲）

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



６ 豊かなライフスタイルに資する生活支援
43

シェアリングエコノミーの活用推進

・地域経済の好循環の更なる拡大に向け、シェ
アリングエコノミーを活用して、地域の社会課
題解決や新たな生活産業の実証・実装による地
域経済の活性化を図るため、地方公共団体等に
よる取組を支援

（１）シェアリングエコノミーの活用推進（再掲）

イメージ

【予算】シェアリングエコノミー活用推進事業（再掲）
1.0億円（元年度 0.5億円）

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



・各都市・地域の課題解決を促進するため、関係府省で構築するアーキテクチャに基づく都市OSを
実装したオープンなプラットフォーム上で、観光、防災等複数の分野でデータを利活用してサー
ビスを提供するデータ利活用型スマートシティの構築を関係府省と一体となって推進

【予算】より高度なスマートシティ実現に向けた都市OS実装支援事業 6.0億円（元年度 2.2億円）

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

（１）データ利活用型スマートシティの推進

44
スマートシティの推進

６ 豊かなライフスタイルに資する生活支援



・高齢者・障害者を含む誰もがICTの恩恵を享受で
きる情報バリアフリー社会を実現するため、高齢
者・障害者向けICT 機器・サービスの提供・開発
に対する助成を行うとともに、障害当事者参加に
よる開発を促進する障害関連データの共有プラッ
トフォームの構築に向けた検討を実施

【予算】通信・放送分野における情報バリアフリー促進支援事業
2.0億円（元年度 1.5億円の内数）

６ 豊かなライフスタイルに資する生活支援

（１）情報バリアフリーの促進に向けた機器開発支援等

45
情報バリアフリーの促進に向けた機器開発支援や字幕番組等の制作促進等

・高齢者・障害者の情報アクセシビリティを確保
するため、ICT機器・サービスのアクセシビリ
ティ確保に関する自己診断に資する仕組みに向
けた検討を進めるとともに、公的機関のウェブ
アクセシビリティ対応を促進

【予算】情報アクセシビリティ確保のための環境整備
0.8億円（元年度 0.5億円の内数）

学び

健康管理

行政手続
買い物・
資産管理

情報バリアフリーの促進
（ICTの恩恵を享受）

地域活動

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



・視聴覚障害者等向けテレビジョン放送の充実を図ることに
より、放送を通じた情報アクセス機会の均等化を実現するため、
①字幕番組、解説番組及び手話番組の制作費等に対する助成
②音声認識技術を用いた自動字幕付与等、視聴覚障害者等向け
テレビジョン放送が簡易に提供できるようにするために必要
な調査研究

を実施

【予算】字幕番組、解説番組、手話番組等の制作促進
5.0億円（元年度 4.0億円）

（２）字幕番組等の制作促進

情報バリアフリーの促進に向けた機器開発支援や字幕番組等の制作促進等

＞〇〇川が警戒水域を超
え、氾濫のおそれがあります

字幕がないと･･･

Ｓ
Ｔ
Ｂ

○○川が警戒水域を超え、
氾濫のおそれがあります。

各視聴者宅

ＳＴＢを使ってテレビ画面に字幕を表示

字幕がない
放送番組でも･･･

天気の状況が
心配だわ。
避難すれば
いいのかしら？

スマートフォンやタブレットで字幕を表示

○○川が警戒水域を超え、
氾濫のおそれがあります。

なるほど！
今後の避難情報に
注意しないと
いけないわ。

○情報を取得できない視聴者が発生 ○字幕付与により情報を分かりやすく伝達

６ 豊かなライフスタイルに資する生活支援
46Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



【予算】ナショナルサイバートレーニングセンターの構築 15.0億円（元年度 14.9億円）

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

（１）サイバーセキュリティ人材の育成

47
「IoT・5Gセキュリティ総合対策」の推進

サイバーコロッセオ

新たな手法のサイバー攻撃にも対応できる
演習プログラム・教育コンテンツを開発

演習受講模様

サイバー攻撃への
対処方法を体得

SecHack365

CYDER
ノウハウ
を活用

ハイレベル層の人材育成高度な攻撃に対処可能な人材育成

実事案に対処可能な人材育成

オンライン受講
を新たに導入

cyberCYBERcyberC
YBER

cyberCYBERcyberC
YBERcyberCYBER

cyberCYBER
cyberCYBERcyberC

全都道府県で演習を実施

25才以下
１年間

50名程度

Guard!Attack!

放送環境

チケット販売

公式HP

Wi-Fi・通信環境

社会インフラ

避難・誘導

７ サイバーセキュリティの強化、ICTの安心安全確保

・巧妙化・複雑化するサイバー攻撃に対し、実践的な
対処能力を持つセキュリティ人材を育成するため、
NICTの「ナショナルサイバートレーニングセン
ター」において、以下の実践的サイバー演習等を積
極的に推進

①国の行政機関、地方公共団体、独立行政法人及び
重要インフラ事業者等を対象とした実践的サイ
バー防御演習（CYDER）

②2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大
会の関連組織のセキュリティ担当者等を対象とし
た高度なサイバー演習（サイバーコロッセオ）

③我が国の将来を担う若手セキュリティイノベー
ターの育成（SecHack365）



【予算】IoTの安心・安全かつ適正な利用環境の構築 16.6億円の内数（元年度 14.6億円の内数）

７ サイバーセキュリティの強化、ICTの安心安全確保

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

（２） IoTの安心・安全かつ適正な利用環境の構築

「IoT・5Gセキュリティ総合対策」の推進

48

② ５Gのセキュリティ対策 ③ 地域のセキュリティ対策の強化① 「NOTICE」の実施

通信事業者
(ISP)

①機器調査

②情報
提供

③注意喚起

インターネット上のIoT機器
機器の利用者

情報通信研究機構
（NICT）

ｻﾎﾟｰﾄ
ｾﾝﾀｰ

サイバー攻撃に
実際に用いられた
パスワード等を
使用して調査

ホワイトハッカーに
よる脅威分析

多種多様なデー
タによる異常
動作の確認

疑似
攻撃 基地局

コア

モバイルエッジ
コンピューティング

5G仮想環境オープン・ソー
ス・ソフトウェ
ア脆弱性解析

人材育成

周知啓発

ガイドライン

IoT / Wi-Fi

地域における
セキュリティ対策強化

ファシリテータ等

・電波を使用するIoT機器が急増し多様化するとともに、それらに対するサイバー攻撃の脅威が増大して
いることから、下記取組により、国民生活や社会経済活動の安心・安全の確保等を実現

①国内のインターネットに接続されたIoT機器を調査しサイバー攻撃に悪用されうる脆弱なIoT
機器の利用者に注意喚起を行うプロジェクト「NOTICE」を実施

②我が国の次世代の通信を担う基盤である５Ｇ（第５世代移動通信システム）について、
サプライチェーン対策を含め、各構成要素におけるセキュリティを、総合的かつ継続的に担保する
仕組みを整備

③地域におけるセキュリティ対策強化のため、（ア）地域のIoTシステムのセキュリティ要件等のガイ
ドライン化、（イ）地域のIoTセキュリティ人材を育成するための取組、及び（ウ）公衆無線LANの
セキュリティ対策に関する周知啓発等を実施



７ サイバーセキュリティの強化、ICTの安心安全確保

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

（３） サイバーセキュリティに関する情報共有の推進

「IoT・5Gセキュリティ総合対策」の推進

①情報共有基盤の高度化 ②深刻度・信頼度評価の高精度化 ③総通局を中心とした情報共有体制

49

【予算】サイバーセキュリティ情報共有推進事業 3.6億円（元年度 3.4億円）

地域レベルで情報共有等の体制を構築

通信 放送

CATV 保険

ベンダー専門機関

訓練 セミナー

連絡体制演習

・通信事業者や放送事業者をはじめとする産業界の多様な主体のサイバー防護能力を強化するため、
サイバー攻撃情報や脆弱性情報をより迅速に共有し、更なる効果的な対処に繋げる仕組みを確立

①通信事業者や放送事業者をはじめとする産業界がサイバー攻撃情報を共有するための情報共有
基盤において、脆弱性情報を新たな共有対象とするとともに、ソフトウェア資産情報と組み合わ
せることで、迅速かつ効果的な対処を実現

②日々公開される多種多様な脆弱性情報について、AIを活用した高精度な深刻度・信頼度評価を
行い、結果を情報共有基盤で共有することにより、迅速かつ効果的な対処を実現

③総合通信局を中心として所管事業者等との情報共有等を実施する体制を構築



・電気通信サービスに関する苦情・相談への対応、消費者保護
ルールの実施状況の把握、青少年が安心・安全にインター
ネットを利用できる環境の整備等を実施するとともに、イン
ターネット上の海賊版サイト対策に係る調査検討・各種啓発
活動への支援等を実施

【予算】 電気通信事業分野における消費者利益確保のための事務経費
4.9億円（元年度 4.2億円）

インターネットの海賊版サイト対策に係る検討経費
2.0億円【新規】

７ サイバーセキュリティの強化、ICTの安心安全確保

（１）電気通信サービスの安心・安全な利用の確保、不適正な利用への対策等

50
安心・安全かつ適正なICT利用環境の構築

相談・
問い合わせ

具体的対応方法
のアドバイス

啓発・研修（セミ
ナーの開催等）

関係法令
・プロバイダ責任制限法・

ガイドライン
・青少年インターネット利用

環境整備法 等

インターネット上の違法・有害情報の氾濫

学校等関係者
ウェブサイト
監視事業者

インターネット
利用者

違法・有害情報相談センター
http://www.ihaho.jp/

等

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

・重要無線通信妨害への対応等、安心・安全な電波利用環境を維持するための電波監視の
強化などの施策を実施

【予算】電波監視等の実施 93.6億円（元年度 98.1億円）

http://www.ihaho.jp/


８ デジタル・ガバメントによる行政の高度化・効率化
マイナンバーカードの普及とマイナンバー制度の利活用の促進（再掲）

54Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

（１）マイナンバーカードの普及・利活用の促進（再掲）

・令和元年６月４日のデジタル・ガバメント閣僚会議で示された「マイナンバーカードの普及とマ
イナンバーの利活用の促進に関する方針」等を踏まえ、令和２年度に予定されているマイナン
バーカードを活用した消費活性化策や令和３年３月から本格運用が開始される健康保険証として
の利用等に向けてマイナンバーカードの普及・利活用を推進

・令和元年５月31日に公布されたデジタル手続法に基づき、国外転出者によるマイナンバーカー
ド・公的個人認証の利用を可能とするための情報システムの整備等を実施

【予算】 個人番号カード交付事業費補助金 841.1億円（元年度 150.0億円）
個人番号カード交付事務費補助金 651.9億円（元年度 61.1億円）
マイナンバーカード・公的個人認証の海外継続利用に要する経費 242.0億円【新規】

（２）マイナンバー制度における情報連携の円滑な実施（再掲）

・行政機関等の間での情報連携において基盤となる情報提供ネットワークシステムの設置・管理、
令和５年度末までに戸籍関係情報の情報連携が開始されること等を踏まえ、引き続き円滑に情報
連携を行うための次期システムの整備、地方公共団体において情報連携を行うに当たって必要と
なる情報システムの整備についての支援等を実施

【予算】社会保障・税番号制度システム整備費補助金 65.3億円（元年度 46.1億円）

※情報提供ネットワークシステムの設置・管理等に係る経費については、内閣官房の下で
一括要求・一括計上



・消費税率引上げが消費に与える影響を継続して緩和するとともに、官民共同利用型キャッシュレ
ス決済基盤の構築を目指し、マイナンバーカードを取得している個人が行う、プレミアムを付与
したマイナポイント（仮称。マイナンバーカードを活用したポイント）の購入等について、当該
プレミアム分を国が補助するとともに、各種給付など自治体サービスにおいてマイナポイント
（仮称）を活用する方策を検討

【予算】マイナンバーカードを活用した消費活性化と官民共同利用型キャッシュレス決済基盤の構築に要する経費
事項要求（元年度 119.3億円）

８ デジタル・ガバメントによる行政の高度化・効率化

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

（３）マイナンバーカードを活用した消費活性化と官民共同利用型キャッシュレス決済基盤
の構築（再掲）

52
マイナンバーカードを活用した消費活性化と官民共同利用型キャッシュレス決済基盤の構築（再掲）



８ デジタル・ガバメントによる行政の高度化・効率化

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会 53
政府情報システムのプラットフォームの改革の推進

・政府情報システムの質の向上と、サーバ等ITリソースの集約化によるコストメリットの実現を
更に推進するため、現行の第１期政府共通PFを見直し、運用コストの低減や各府省へのサーバ
等提供の迅速化等が図れるよう、クラウドサービスのメリットを活用した第２期政府共通PFを
2020年度中に運用開始する

※上記経費については、内閣官房の下で一括要求・一括計上

（１） 政府共通プラットフォームの見直し

・縦割りにより独自にシステムを構築

・運用・監視体制はそれぞれで整備

・セキュリティレベルもシステムごとにバラバラ

・施設やサーバを一元的に調達して共有化

・運用・監視体制も一元化

・セキュリティレベルを全体として底上げ

・自前でサーバ等を所有しないため、業務のピーク時を念頭に厚めにサーバを用意する必要
がなく、使った分だけ使用料を支払う形に転換。また、あらかじめ用意されたサーバ等を利
用するため、環境構築等が省略でき、各府省への提供が迅速になる
・新技術への対応スピードが速く、セキュリティ面での陳腐化を防止
・運用・保守コストも削減し、第１期PFの基盤運用コスト全体（平成29年度）を基準
として５割を超える減を目指す

＜クラウドサービスを活用することのメリット＞



・自治体の情報システムは、これまで各自治体が独自に発展させてきた結果、システムの発注・維

持管理や制度改正対応など各自治体が個別に対応せざるを得ず、自治体に人的・財政的負担を生

んでいる。また、自治体ごとに様式・帳票が異なることが、それを作成・利用する住民・企業等

や自治体の負担に繋がっている。

・このため、自治体行政のデジタル化に向け、自治体システムや様式・帳票の標準化を具体的に検

討する「自治体システム等標準化検討会」を開催し、自治体の情報システムに係る標準仕様書を

作成する。

【予算】自治体の情報システムの標準化に要する経費 6.3億円【新規】

８ デジタル・ガバメントによる行政の高度化・効率化

（１）自治体の情報システムの標準化について

54
自治体情報システム・業務プロセス等標準化、自治体クラウドの推進

バラバラ 標準化 ＝目指すべき姿

情報システム
X社

情報システム
Y社

・・・
A市 B市 F村E町A市 B市 F村E町… …

広域クラウド化

※ベンダ間・ベンダ内ともバラバラ ※ベンダ間・ベンダ内で標準化

L G W A N 等

A市 B市 F村E町D町C市

システムの調達や維持管理
のコスト、制度改正による
改修等の作業量が軽減

①標準仕様書によって標準化 ②広域クラウド化

※ベンダ間・ベンダ内で標準化

広域クラウド化の
団体が増えるほど、
安価に利用できる

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



・システムやAI等の技術を駆使して、効果的・効率的に行政サービスを提供する「スマート自治体」への転換

を図るため、自治体の基幹的な業務（住基・税・福祉など）について、人口規模ごとに複数自治体による検

討グループを組み、そのグループ内で、業務プロセスの団体間比較を実施することで、AI・RPA等のICTを活

用した業務プロセスの標準モデルを構築。本事業終了後、AI・RPA等のICTの具体的活用方法も含めた業務プ

ロセスの標準化モデルを全国展開。

【予算】自治体行政スマートプロジェクトの実施に要する経費 1.6億円（元年度 1.4億円）

８ デジタル・ガバメントによる行政の高度化・効率化

（２）自治体行政スマートプロジェクト

55
自治体情報システム・業務プロセス等標準化、自治体クラウドの推進

現在の姿（本事業実施前） 未来の姿（本事業実施後）

A市 B市 D町C市

A市 B市 D町C市

（各自治体の業務プロセスのイメージ）

学習データが増加
し、AIの質が向上

割勘効果
によりAI･
RPA等の
ICTを安価

に導入

お金がなくて、
AI･RPA等のICT
を導入できない

学習データが少なくて、
AIの質が高くない

業務プロセスが他自治体
と異なるため、RPAを

共同導入できない

業務プロセスが他自治体と
異なるため、RPAシナリ
オを共同利用できない

・・・業務プロセスもAI・RPA等の導入状況もバラバラ ・・・AI・RPA等の共同導入で業務プロセスも標準化

業務プロセスの
標準化により

RPAを共同導入

業務プロセスの標
準化によりRPAシ
ナリオを共同利用

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



・ 自治体クラウドの導入を更に推進するため、今年度実施する自治体クラウド導入済地方公共団体の

経費分析結果等を元に、効果的な自治体クラウドの在り方について調査研究を実施

８ デジタル・ガバメントによる行政の高度化・効率化

（３）自治体クラウドの推進

56
自治体情報システム・業務プロセス等標準化、自治体クラウドの推進

（４）地方公共団体の情報セキュリティ対策の推進

【予算】地方公共団体における円滑な自治体クラウド導入のための検討
0.9 億円（元年度 0.9 億円）

・ 技術の進展やセキュリティ上の脅威の変化も踏まえて、次期セキュリティクラウドやパブリック

クラウドの利用の在り方などを含めて、次世代の自治体情報システムに対応する情報セキュリティ

対策の調査研究を実施

【予算】次世代の自治体情報システムに対応する情報セキュリティ対策の検討に要する経費
1.0 億円（元年度 1.0 億円）

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



８ デジタル・ガバメントによる行政の高度化・効率化

（５）消防防災分野におけるスマート化の推進

自治体情報システム・業務プロセス等標準化、自治体クラウドの推進

・大規模災害時に国及び地方において、最新の情報を円滑に共有できる体制を構築するため、
防災情報システムのあり方に関する基礎的な調査・検討を実施

【予算】 防災情報システムの標準化に関する調査・検討 0.4億円【新規】

【予算】 消防ロボットシステムの実証配備による最適化改良・量産型仕様策定
1.0億円（元年度 0.5億円）

・多様化・大規模化する災害に対応する消防現場における効率的な消防活動
を支援するため、科学的な研究開発を実施

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会 60



８ デジタル・ガバメントによる行政の高度化・効率化
58

AI等の共同開発・利用の推進・地方公共団体保有のデータ活用の推進

・地域におけるAI・IoT等の革新的技術を活用した
サービスの実装及び自治体における共同利用を推
進するため、計画策定支援、人的支援、初期投資
等に対する補助等を地方公共団体等に対して総合
的に実施

【予算】地域IoT実装・共同利用総合支援施策
9.8億円（元年度 3.5億円）
地域情報化の推進（本省）
1.3億円（元年度 1.0億円）
地域情報化の推進（地方）
0.5億円（元年度 0.3億円）

（１）地域におけるAI・IoTサービスの実装・共同利用の推進

・自治体行政分野におけるAI導入を促進するた
め、複数自治体での共同利用を前提としたク
ラウドベースのAIサービスの共同開発実証を
実施。その成果を「自治体AI活用ガイドブッ
ク（仮称）」としてとりまとめ

【予算】自治体AI共同開発推進事業 5.0億円【新規】

（２）自治体によるAIサービスの共同開発の推進

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



８ デジタル・ガバメントによる行政の高度化・効率化

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会 59
AI等の共同開発・利用の推進・地方公共団体保有のデータ活用の推進

・地方公共団体からデータ提供を受け、非識別加工情報を作成する仕組みについて、地方公共団体、
匿名加工技術を有する事業者、データ利活用企業等の参画の下、新産業の創出等につながる可能
性のあるユースケースをモデルとして事業採算性を検証

（３）地方公共団体の非識別加工情報の提供に係る仕組みの事業採算性の検証

【予算】地方公共団体の非識別加工情報の提供に係る仕組みの事業採算性の検証
3.0 億円（元年度 0.6億円）

実証事業イメージ

利活用企業
利活用企業
利活用企業

自治体

自治体

データ有用性の評価

非識別加工検証

ユースケース

自治体

データ提供

有識者検討会で評価

非識別加工情報を
作成する組織

適切な審査



・地方公共団体の更なるオンライン利用を推進するため、地方公共団体の電子申請システムの現状
の調査と課題分析を実施するとともに、地方公共団体の電子申請システムと関係システムについ
てエンドツーエンドを図るための方策の調査研究を実施

【予算】オンライン利用の推進に資するデジタル手続による業務効率化の検討
0.3億円【新規】

８ デジタル・ガバメントによる行政の高度化・効率化

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

（１）地方公共団体のオンライン利用の推進

60
行政手続に関する一連の業務プロセスをデジタルで行うための仕組みの整備

電子申請
システム

デジタル
申請の受付

①スマートフォン等から行政手続きの事前申請
⇒ 福祉や介護サービスの申請等

地方公共団体

②電子申請により提出されたデータを受付
③内部申請手続（決裁等）
④申請受理
⑤提出されたデータを基幹システムへデータ
が自動入力

⑥サービス等交付

住民

セキュア
データ
連携

※②・⑤の方策について検討



61
行政手続に関する一連の業務プロセスをデジタルで行うための仕組みの整備

・本年５月に成立した「デジタル手続法」(情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法
律）に基づく行政手続のオンライン化に当たっては、デジタル化すること自体を目的とするの
ではなく、BPR(Business Process Re-engineering)（※）により、利用者中心の行政サービス
を実現することが必要

・各府省において「デジタル・ガバメント中長期計画」に基づき行政サービス改革が進められて
いるところであり、総務省としては、行政管理局の情報システムに関する知見を活用し、内閣
官房（IT室）と連携・分担しながら、各府省におけるBPRの取組を推進

８ デジタル・ガバメントによる行政の高度化・効率化

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

（１）デジタル・ガバメントの実現を支えるBPRの推進

※ BPR：業務の実態を、事実に基づいて一つ一つ徹底的に把握し、長年の慣習のせいで気づかなくなり日頃意識しな
い原因・問題をあぶりだした上で、ICTも活用しながら、業務プロセス全体を再構築。これにより、サービスレベ
ルの向上や効率的・合理的な業務遂行を実現
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・「デジタル手続法」等に基づき、行政手続の原則オンライン化に対応するため、申請受付から
審査・決裁・文書保存に至る一連の業務プロセスをデジタルで行うためのシステム環境を整備
する

・各府省庁が個別に新規システムを整備するのではなく、既存システムであるe-Govや文書管理
システムを政府全体で共通的に活用することで、行政手続のオンライン化に効率的に対応する
ことを可能とする

８ デジタル・ガバメントによる行政の高度化・効率化

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

（２）行政手続に関する一連の業務プロセスをデジタルで行うためのシステム環境の整備

実現イメージ

文書管理システムとのAPIによる
システム連携を実施。

行政情報の提供

文書管理システム
決裁機能

文書管理システム
保存・管理機能

API

申請受付 審査処理 決裁・文書保存

審査業務の支援機能を
新たに整備。

様式の表示や項目の入力、形式チェッ
ク、電子署名付与や検証等、オンライン
で申請・届出を受け付ける機能を提供。

行政手続選択

API

データ連携手続検索 申請

国民・申請者

電子申請受付 審査支援サービス

行政手続に関する一連の業務プロセスをデジタルで行うための仕組みの整備

・無線局監理事務の効率化及び電波の利用者への行政サービスの向上等を目的に、無線局
データベース（総合無線局管理ファイル）を基盤とした全国規模の業務処理システムの
構築・運用等を実施 【予算】総合無線局管理ファイルの作成等に必要な経費 127.5億円

（元年度 118.3億円）

※上記経費については、内閣官房の下で一括要求・一括計上
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・「電子決裁移行加速化方針」（平成30年７月デジタル・ガバメント閣僚会議決定）に基づき、
各府省に提供している文書管理システムの処理能力向上や使い勝手の向上に計画的に取り組む

・各府省における電子決裁への移行の進捗状況の継続的な把握や、業務改革（BPR）を推進する
立場から、業務プロセスの見直しや各府省が電子決裁システムを導入する際の助言など、各府
省の取組への支援を行う

８ デジタル・ガバメントによる行政の高度化・効率化

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

（３）文書管理システムの整備

（４）各府省における電子決裁への移行支援

行政手続に関する一連の業務プロセスをデジタルで行うための仕組みの整備

※上記経費については、内閣官房の下で一括要求・一括計上



・各府省が、法案等関係資料の作成に使用しているe-LAWSでは、新旧対照表から改め文の当初案
を自動作成する機能を提供しているが、法案の審査過程を通じて新旧対照表及び改め文のデー
タをe-LAWS上で管理するために必要な機能が実装されていないため、各府省法案担当者が、官
報公布後に、ワープロソフトで作成した新旧対照表の内容を、再度e-LAWSに入力する作業が発
生するなど、現行e-LAWSは法案等関係資料の作成に十分に活用できるものとなっておらず、各
府省法案担当者の負担が軽減されていない

・このため、各府省法案担当者へヒアリングを行うなど法制執務業務に即した業務分析の実施を
行い、現行e-LAWSの課題を的確に把握し、その結果を踏まえ、現行e-LAWSにおける、法案作成
から国会提出までの法案等関係資料の作成作業、官報入稿から法令データベース登録までの作
業を見直し、2021年度に運用開始を予定している次期e-LAWSの稼動に向けシステムを改修する

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会
８ デジタル・ガバメントによる行政の高度化・効率化

（５）法制執務業務支援システム(e-LAWS)の見直し

行政手続に関する一連の業務プロセスをデジタルで行うための仕組みの整備

※上記経費については、内閣官房の下で一括要求・一括計上
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・高齢者等が、住居から地理的に近い場所で、心理的に身近な人からICTを学べる「デジタル活用支援
員」の仕組みについて、全国展開に向けたスキームの実証を実施

【予算】 デジタル活用支援員推進事業 3.0億円（元年度 0.5億円の内数）

９ Society 5.0を支える人づくり

（１）デジタル活用支援員推進事業

65
全ての国民のSociety 5.0への参加をサポートするデジタル活用支援員の推進

Level up!
ICTの進展に
高齢者等が

取り残されない
ようにする！

ＩＣＴ機器に関する
最新情報ポータルサイト

デジタル活用支援員

委員を支えるサポート組織

候補となる人材

デジタル活用支援員

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



66
９ Society 5.0を支える人づくり

地域ICTクラブのカリキュラム・教材の体系化等を通じたデジタル人材育成の推進

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

・今後、多様な分野・業種において膨大な数のIoT機器の利活用が
見込まれる中で、多様なユーザや若者・スタートアップ等のIoT時
代に必要な人材に対して電波利用に係るリテラシー向上を図るこ
とが不可欠。

・このため、体験型セミナー、ハッカソン体験・ワイヤレスIoT技
術実証等の取組、地域ごとの講習会を開催し、必要な人材を育成。

（１）IoT機器等の普及を踏まえた人材育成

【予算】IoT機器等の電波利用システムの適正利用のためのICT人材育成
3.0億円（元年度 3.3億円）

電波利用に係るリテラシー向上の為の人材育成を実施

IoTに関する
基礎知識

エンジニア
リング力

アイデア
創出力

開発者を目指す若者等を対象と
したハッカソン体験・技術実証講習会や体験型セミナー

電波利用に関する適切な知識が必要

農業

介護

多様なユーザによる
膨大な数のIoT利活用

混信、遅延
トラヒック爆発工場

不適切な無線システムの選定、構築がされ、
干渉、ノイズ、輻輳等が発生

IoTユーザの電波利用リテラシー不足

IoTの網羅的な基礎知識
（電波の特性を踏まえた
センサーの選び方、
活用方法等）

http://2.bp.blogspot.com/-sGec_su9wSg/U7O61I-cqpI/AAAAAAAAiTk/eBb1Vbh3TRc/s800/setsumeikai_seminar.png


（基礎段階）
・プログラミング等のICT活用スキル
について、次代を担う子供たちに対
し、地域一体となって知識・経験を
伝授する「地域ICTクラブ」の自走
化に向け、カリキュラム・教材の体
系化など基盤構築や、好事例の共有
など普及展開を実施

（応用段階）
・Society 5.0時代に対応するため、
ICTの活用やデータ分析力を高める
IoT応用人材育成のためのプログラ
ム開発等に向けた調査研究を実施

【予算】ICT人材育成・教育基盤構築事業 1.1億円【新規】

９ Society 5.0を支える人づくり

（２）ICT人材育成・教育基盤の構築

67
地域ICTクラブのカリキュラム・教材の体系化等を通じたデジタル人材育成の推進

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



【予算】「Society 5.0時代の地方」研修等の強化 0.2億円【新規】

９ Society 5.0を支える人づくり

（３）首長・地方議員等向け研修等の強化

68
地域ICTクラブのカリキュラム・教材の体系化等を通じたデジタル人材育成の推進

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

・自治体における革新的技術の導入による地域課題の解決に向け、首長や地方議員等のICTリテラシー
の向上を図るため、各行政分野における革新的技術の活用手法、先進自治体の推進体制等について、
首長･地方議員等向けの研修を強化

（４）都市部企業と連携したIT人材育成の推進（再掲）

・地方におけるIT人材育成や雇用創出を図るため、都市部のIT系企業と連携したIT技術に関する職業訓
練の実施、IT系企業のサテライトオフィスの誘致、誘致IT系企業等への就職支援等に取り組む地方公
共団体を支援

【予算】IT人材育成×サテライトオフィス誘致促進連携事業 1.2億円【新規】



若手職員を対象に、所属部局を問わず手上げ方式で、AIやRPAを活用した業務の効率
化などSociety 5.0時代の最先端技術を積極的に活用する企業・自治体への視察や勉強
会の実施をアレンジ。情報収集や意見交換を通じ、職員の知識向上／人脈の拡大等をは
かる。

９ Society 5.0を支える人づくり

（１）職員による視察等を通じた意識の醸成

（課題）
若手職員が、最先端技術の実際の活用現場を視察し、利用者の生の声を聞く機会は少ない。

施策の企画・立案の高度化に寄与

Society 5.0の取組に関する職員による視察等を通じた意識の醸成

69Ⅱ Society 5.0時代の地域社会



【予算】テレワーク普及展開推進事業 4億円（元年度 1.8億円）
サテライトオフィス環境整備については「地域IoT実装・共同利用総合支援施策」

9.8億円の内数（元年度 3.5億円の内数）
地方公務員の働き方改革・女性活躍の推進に向けた戦略的広報・情報発信

0.2億円（元年度 0.2億円）

10 多様な働き方の実現

（１）テレワーク・サテライトオフィスの推進

住みたい地域で豊かに暮らし、多様な働き方ができる社会の実現に資するテレワーク・サテライトオフィスの推進

・ICTを利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方である「テレワーク」の全国的な普及展開を更に
推進するとともに、地域のサテライトオフィス環境等の活性化により都市部から地域への人の流れを促進し、
働き方改革を加速

Ⅱ Society 5.0時代の地域社会

○ 地域や中小企業におけるテレワーク導入促進に向けて関係団
体等と連携し「テレワークサポートデスク（仮称）」による普及展開

○ 「テレワーク・デイズ」の実施による全国的な働き方改革の推進
や2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の交通混雑
緩和に向けた集中的テレワーク実施の呼び掛け

○ 専門家派遣、先進事例収集・表彰等を通じた普及啓発活動等
○ 先駆的なテレワーク・サテライトオフィスのモデル構築のための

調査研究
○ 地域課題解決に資するテレワーク環境実現のためのサテライト

オフィス整備等への支援

70



・東日本大震災で被災した地方公共団体が、ＩＣＴ
基盤を整備する事業（①共聴施設等整備事業②地
上ラジオ放送受信環境整備事業③ブロードバンド
基盤整備事業④公共施設等情報通信環境整備事
業）を実施する場合に、補助金を交付

【予算】被災地域情報化推進事業
0.3億円（元年度 0.6億円）

（１）復興まちづくりにあわせたICT基盤整備

71
ICTによる復興の推進

（２）ICT基盤の復旧への支援

・東日本大震災で被災した地方公共団体が実施する
情報通信基盤（ＦＴＴＨ等のブロードバンドサー
ビス施設、ケーブルテレビ等の有線放送施設及び
公共施設間を結ぶ地域公共ネットワーク施設等）
の復旧事業を支援

【予算】情報通信基盤災害復旧事業
0.1億円 （元年度 0.5億円）

Ⅳ 防災・減災／復旧・復興
13 東日本大震災等からの復興、災害に強いまちづくり等



・防災拠点（学校等の避難所・避難場所、官公
署）及び災害発生時の情報伝達手段の強化が
望まれる公的な拠点（博物館、文化財、自然
公園等）においてWi-Fi環境の整備を行う地
方公共団体等に対し、その費用の一部を補助

【予算】公衆無線LAN環境整備支援事業 13.9億円（元年度 11.8億円）

（１）避難所の公衆無線LAN環境整備

72
避難所等の公衆無線LAN環境整備／Ｇ空間情報の利活用推進（デジタルサイネージの活用等）

（２）G空間情報の利活用推進（デジタルサイネージの活用等）

・Ｌアラート（災害情報共有システム）等による災
害情報等に関して、地域住民や外国人向けにデジ
タルサイネージを活用した効果的な情報伝達の実
証や、更なる正確性・迅速性向上を目的とした情
報補正体制の構築を実施。また、Ｇ空間情報の利
活用に関する人材育成や普及啓発を行い、新規ビ
ジネスの創出や課題解決等を促す

【予算】地域防災等のためのＧ空間情報の利活用推進
1.5億円 （元年度 0.6億円）

＜ Ｌアラート情報補正体制のイメージ ＞

＜ デジタルサイネージの活用イメージ ＞

Ⅳ 防災・減災、復旧・復興
15 災害時の情報伝達環境整備



0

沖ワークウェルが開発したバーチャルオフィ
スシステムで、オフィスにいるのと変わらないコ
ミュニケーション環境を実現
• 10個の仮想会議室があり、複数のプロジェ

クトが同時に打合せできる。メンバーがどの部
屋にいるかのプレゼンス情報も表示。

• 音声読み上げソフトにより視覚障害者も操
作でき、打合せに参加可能。

• 耳は聞こえるが声が出ない人は、テキストの
自動出力機能により、打合せに参加可能。

テレワークでの障害者雇用事例（株式会社沖ワークウェル）

株式会社 沖ワークウェル
沖電気工業株式会社の特例子会社、2004年設立。
①社員構成
・全社員数83名、うち障害者70名

在宅勤務者52名（肢体障害49名/内部障害者3名）
通い障害者18名（肢体2名/視覚1名/聴覚1名/知的12名/精神2名）

②特徴
・通勤の困難な重度肢体障害者等52名が、自宅でパソコンとネットワークを
活用して就業
・居住地は首都圏中心に、北海道から鹿児島まで19都道府県にまたがる

③主な業務内容
・ホームページ作成 ・デザイン業務 ・Webアプリケーション開発 ・名刺作成
・総務業務（採用メール処理、就業データ集計など）・職場実習、委託訓練 等

在宅でPCを使用し打合せをする社員の新原さん

H27 総務省テレワーク先駆者百選に選定
H29 総務省テレワーク先駆者百選

総務大臣賞を受賞
全国に在住する通勤困難な重度障害者49
名(当時)の完全在宅勤務の実現や、コミュニ
ケーションツールの自社開発、また、重度障害
者の在宅勤務導入を検討する企業への事例
紹介や、特別支援学校と連携した出前授業、
遠隔職場実習、遠隔社会見学などを実施し
ていることが評価。

「ワークウェルコミュニケータ」の画面

テレワーク先駆者百選総務大臣賞

ワークウェルコミュニケータ

【会社概要】（※社員数等の数字は2019年８月時点）
在宅勤務者の大
半は通勤困難な
重度肢体障害者

障害者雇用



1沖ワークウェル 特別支援学校との取り組み事例（2019年7月時点）

香川県の養護学校からの要請により2015年より開始。外出が
難しい肢体障害がある生徒に対して、ICT活用により、学校等
にいながら社会見学を実施。専門家が生中継で解説・配信。
※全国17校（病院を含めると20）に実施

都立養護学校からの要請により2011年より開始。肢体障害がある在宅
勤務社員が特別支援学校を訪問し、就労に向けた講習（ICTスキルやコ
ミュニケーションスキル等）を実施
※全国51校に実施

肢体障害がある在宅勤務社員が、学校や自宅にいながらの職場
実習を実施。外出が難しい肢体障害児でも一般就労に向けた職
場実習が可能に。
※全国49校151人が実習受講

出前授業

遠隔職場実習

遠隔社会見学

※沖ワークウェルでは、東京都、埼玉県、宮崎県、兵庫県等の障害者委託訓練事業も受注している

障害者雇用



2
沖ワークウェル 社員の方のお声（2019年7月時点）

在宅勤務者
下山さん（東京在住50代）

交通事故により通勤が困難になり、同
じ職場で仕事が続けられなくなってし
まったが、OKIワークウェルで経験・専
門性を活かして活躍中。15年勤務。

委託訓練や職場実習を通
して、訓練を受けている支
援学校の生徒とともに自
分も一緒に成長できるの
が一番嬉しい。 在宅勤務者

小林さん（東京在住40代）

勤めていた会社の移転で車椅子での
通勤が不可能に。沖ワークウェルに転
職し、10年ちょっと。在宅で通勤負担
なく業務ができる。

自分の経験を活かして、障害があ
る支援学校の生徒に「希望」を見
つける手助けができることにやりが
い・生きがいを感じています。

在宅勤務者
中村さん（東京在住40代）

２０年ほど勤続。長く働けることで、両
親には安心してもらっている。
メールで仕事のやりとりをすることで、自
分の伝えたいことが的確に相手に伝わ
り、理解してもらえることが一番嬉しい。

在宅勤務者
真鍋さん（香川在住20代）

重度の障害によって、地元での就
職は難しかった。
仕事をしてお金をもらって、いろん
な生活をしてということが当たり
前にできるのが、こんなに嬉しい
ことはないと感じる。

高校卒業後、働けない人生を送る
のかなと思っていたが、テレワークで
働きたいと初めて自分の気持ちを
言ってくれた。嬉しく涙が出てしまう。
（重度障害を持つ社員の母）

障害者雇用



制度・ルールの特長

・全社員を対象（育児・介護等の条件なし）
・自宅の他、サテライトオフィスやカフェなども可。
・１か月の上限回数を撤廃
・「午前のみ」「午後のみ」等の一部利用も可

インフラの整備
①社内と同様のセキュリティレベルのネットワーク

環境を構築できるシンクライアント端末を配備

②育児や介護の事情を抱える社員に対し、突発
事象発生時の在宅勤務用として、自宅設置
用のシンクライアント端末を追加配備

③外出先や移動時など、時間や場所にとらわれな
い働き方を可能とする、ＢＹＯＤの導入や全
営業社員にスマートフォンを配備

風土の醸成・意識改革

①管理職が各職場で策定する目標に、多様な働
き方の実践に向けた自主目標を設定

②管理職向け研修で、働き方の改革・テレワーク
の活用等に関するカリキュラムを実施

③管理職の率先垂範に向けて、役員や管理職に
よるテレワークの実施を推奨

介護離職防止事例（損保ジャパン日本興亜株式会社）

ハード面（制度）とソフト面（意識改革）両面の取組み

・全職場で、個人別・労働日単位で
シフト勤務が可能

・就業時刻を９パターンから選択可

テレワーク （参考）シフト勤務

3

介護離職防止 3



介護離職防止事例（損保ジャパン日本興亜株式会社）介護離職防止 4

 2015年度からテレワーク利用拡大
・働く場所や社員の職位を限定せずにテレワークを
利用可能

・利用者 131人（14年度）→ 約3,100人（18年度）

 管理職の女性（49）はテレワークで親御さんや親類の
介護を乗り切られたとのこと
（事例（2019年4月23日讀賣新聞16面より））
・14年12月、母親が重度脳卒中で倒れ介護が必要に。
・母親は当時、認知症の父親とおば2人の介護中。
・女性が母親と母親が介護していた3人の計4人の世話をする
ことになった

・離職も考えたが治療や介護にはお金がかかるのでテレワーク
を利用しながら介護と仕事を両立。
・母が亡くなる直前の約3ヶ月間はほぼ毎日、母親のいる病院
で過ごして、そこでテレワークにより仕事をこなした。

・女性コメント：
「仕事はどこでもできるが、自分の仕事内容を共有して
コミュニケーションを取るなど業務を円滑に進める工夫が必要」
「介護が大変だった時期、仕事があったからこそ心の余裕が
保てていた」



介護離職防止事例（株式会社村岡組）
介護離職防止 5



介護離職防止事例（株式会社キャド・キャム）
介護離職防止 6



介護離職防止事例（株式会社 ポップミックス）
介護離職防止 7



介護離職防止事例（向洋電機土木株式会社）
介護離職防止 8



女性活躍（愛媛県西条市 教育分野でのテレワーク活用事例）

【テレワーク導入の背景（課題）】
 2004年の市町合併により、学校文化の統一化と教職員の多忙化の解消が急務となる。
 校務支援システムにより、校務の電子化・省力化が実現したが、利用場所・時間に制約が課されてしまい、

結果として利便性が大きく低下した。 →利便性の向上、ワークライフバランスの確立が課題に
【テレワーク導入の概要】
 2016年４月から、小・中学校職員を対象にテレワーク導入開始。
 個人所有PCを用い、時間や場所を選ばない、安全な持ち帰り校務が実現。※持ち帰り仕事を推奨するものではない。
 2019年２月現在で59.2％が利用。
 育児や介護との両立のために「なくてはならないもの」として利用している先生が多い。
 テレワーク導入後、子どもたちの学力向上、校務の省力化、教職員の満足度向上等の成果があった。

教職員の満足度の向上子どもたちの学力向上＆校務の省力化 ★テレワークシステムの満足度82％
★西条市の教育の情報化施策

満足度93％

女性活躍 9



女性活躍（三井住友海上火災保険株式会社）

（出典）2018年11月29日テレワーク先駆者百選総務大臣賞プレゼン資料より

三井住友海上火災保険（平成30年度テレワーク先駆
者百選総務大臣賞受賞）では、多様な社員全員の成
長と活躍をめざし、テレワークを導入。
社員のテレワークの他、育児休業中でも、MS
クラウドソーシングの仕組みを使い、
業務に携わりながら業務スキルを維持できる
など女性の就業継続率アップにも貢献

女性活躍 0



女性活躍（あおぞら銀行）女性活躍 1

http://www.boj.or.jp/announcements/release_20
18/rel180724a.htm/

（出典）日本銀行2018年7月24日公表資料
高松で「業務改革に関する地域ワークショップ（第3回）」を開催

http://www.boj.or.jp/announcements/release_2018/rel180724a.htm/


大雪当日は職員の10％超がテレワーク
（４００人を超える職員が在宅やサテライト、モバイルからテレワーク）

H28.1.25佐賀新聞

仮想デスクトップ最大396接続
サテライトオフィスから21席の利用

災害時等の業務継続：大雪時（H28年1月）

Copyright (C) 2017 Saga Prefecture. All Rights Reserved.

BCP対策事例（佐賀県）ＢＣＰ
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勤務所属

自 宅

外出先

サテライト・オフィス

ＷＥＢ会議システム

コミュニケーションツール

写真動画送信・共有

庁内システムへのアクセス

プレゼンテーションアプリ

ＩＣＴ基盤の整備

モバイル端末導入

県内外13→15か所設置リモートアクセス

一人1台ＰＣ

H26.10月から県庁全職員（約4000名）がテレワークを実施可能に

H28.2月に＋2か所設置（県内）

テレワークでどこでも県庁

Copyright (C) 2017 Saga Prefecture. All Rights Reserved.

佐賀県テレワークの事例ＢＣＰ
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人材確保、生産性向上の事例（中小企業のワークスタイル変革例）

○株式会社 WORK SMILE LABO
※

（岡山市）
（※平成30年9月13日「(株)石井事務機センター」から社名変更）

・明治44年（1911）年創業
・事務用品・オフィス家具・OA機器の販売が主な事業
・社員数36名（2019年度新卒入社３名）

〔テレワーク導入・活用の推進（2016年度～）〕
● パソコンを全社員に支給するとともに、社外でも仕事ができるシステムを構築。
● 直行直帰や在宅勤務を全社員対象に実施。スマホで出退勤を管理可能に。
● テレワーク活用の多寡を評価に連動。時間当たり生産性を賞与に反映。

☆ 2016-2017の１年間で、残業時間40％減の一方、売上げ５％増、
粗利14％増、生産性８％増。

☆ 2020年度卒業予定の大学生 岡山県内の就職希望先ランキング：６位
（上位は両備グループ、中国銀行、山陽新聞社など）

☆ 求人票に「在宅勤務可」と一文入れるだけで応募者数が1.8倍に！

人材確保 14



業務効率化事例 （建設業のコスト削減例）

出典：向洋電機土木株式会社より提供

■会社全体の動向
全てがテレワーク単体の成果ではありませんが・・
 売上 H20年度 約8億 ⇒ H30年度 約16億 過去対比 2倍
 社員 H20年度 20名 ⇒ H30年度 39名 過去対比 1.9倍
 女性 H20年度 1名 ⇒ H30年度 13名 過去対比 13倍

■採用の傾向
応募ベースで年度によって違いますが・・
 中途 H20年度 約4名 ⇒ H30年度 約600名 過去対比 150倍
 新卒 H20年度 約1名 ⇒ H30年度 約300名 過去対比 300倍

■コスト削減
全てがテレワーク単体の成果ではありませんが、取組後に顕著に数字に現れた物として・・
 ガソリン使用 H20年度 34,000㍑ ⇒ H23年度 28,000㍑ ▲6,000㍑
 本社電力使用 H20年度 32,000kwh ⇒ H23年度 27,000kwh ▲5,000kwh
 労働時間平均 H20年度 2,100時間 ⇒ H23年度 1,900時間 ▲200時間

H20年度より社員が19人増えましたが・・・(H20年対比)
H29年度 ガソリン 27,545㍑ ▲6,455㍑
H29年度 本社電力 24,938kwh ▲7,062kwh
H29年度 労働時間 1,800時間 ▲ 300時間

●全国から、応募者があり実際に
ここ数年は北海道、富山、沖縄
出身者の採用実績があります。

●建設業ですが、女性比率が高い
のもポイントで、社員全体の1/3
です。

○向洋電機土木株式会社（横浜市）

・昭和４０年（1965年）３月設立 業態：屋内外の電気設備 設計・施工

・社員数３９名（男性２６名、女性１３名）

業務効率化
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向洋電機土木株式会社の事例（作業効率化の具体例）

出典：向洋電機土木株式会社より提供

業務効率化
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テレワークを導入した中小企業の経営への効果

 株式会社NICS
（岡山、社員75名、情報通信業）

・テレワークを導入することにより、東京などの大企
業とも直接取引ができるようになり、業績が改善

・子育てや夫の転勤があってもテレワークで仕事を
継続できるため、11年間で女性社員が一人も退
職していない

 株式会社岡部
（富山、社員85名、建設業）

・テレワークをはじめ、働き方改革に資する制度を
積極的に導入したことが若手社員の採用増につ
ながり、現在20代以下の社員が全社員の3割を
占め会社が活性化

・育児期間中の女性社員が一週間のうち、2日を
在宅、3日が職場勤務とするといった柔軟な働き
方が可能になっている

 株式会社シティネット
（高知、社員10名、情報通信業）

・取締役が家族の治療のため県外でテレワークを
したことをきっかけに導入、これを機に社長の意識
が変わり有給消化率100%、残業ゼロを推進す
るようになりWLBの実現が社是に

・労務・総務を一手に担う女性社員が切迫早産
となり、医師から自宅安静を指示されたため、業
務が滞る危機に陥ったがテレワークの活用により危
機を回避

 株式会社キャド・キャム
（山形、社員106名、建築・設計業）

・勤務時間や形態を含め「自分の仕事は自分で
管理」する形にすることにより、有能な人材が人生
のステージに合った働き方を選んでいることで若手
社員がスキルアップの意欲を高め、会社全体の力
も向上

・家族の介護や通院の付き添いが必要な女性社
員がテレワークを活用することによって仕事を継続
することができている

テレワークを導入した中小企業の多くで、人材
の確保や働き方改革の実現に役立っている

業務効率化
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○ 多くの企業・団体が、コミュニケーションの活発化、仕事の見える化、生産性の向上等に
効果を感じたと回答。（特別協力団体アンケートより）

○ 事務用紙等は約14%減少、残業時間約45%減少と業務効率化・コスト削減に貢献
○ また猛暑の影響があったものの、消費電力量も減少（最大削減率13%、平均４%）

テレワークをきっかけとして、チーム内での
情報共有が活発になった。

成果物については共有フォルダに格納し、始
業・終業時のメールは在宅勤務者のみならず
通常勤務者も含めたチーム全体で共有する
ことで、「仕事の見える化」を図った。

計画に沿って、効率的に仕事を進めることが
できた（タイムマネジメントの向上）

（テレワークの前提となる）事前の業務計画
作成はタイムマネジメントの意識につながる。

コミュニケーションの活発化
仕事の見える化
生産性の向上

業務効率化・コスト削減等

特別協力団体アンケートより抜粋

生産性向上、コスト削減等（テレワーク・デイズ2018の効果）業務効率化
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地方創生（和歌山県・白浜町）

●和歌山県白浜町では、豊かな自然やゆとりある生活に魅力を感じ、既に移住された方が13名、
11の企業が進出。
・ 使われなくなった保養所を通信環境の整ったオフィスに改修し、企業向けに賃貸（サテライトオフィス）。
・ ローテーションで3ヶ月白浜に勤務する制度を一部採用。白浜に移住する者も。
・ 白浜町をきっかけに和歌山県で、テレワーク等で働きつつ休暇取得するワーケーション(ワーク＋バケーション)推進。

【働く人の主な意見】
（業務）
・ 本社や顧客から離れた場所でも仕事が支障なくできる。特に内勤やバックオフィス（人事・経理等）で有効。
・ 仕事を変えずに地方に移住できる。少人数で集中でき効率的な業務実施。

（社員のメリット）
・ 通勤ストレスがないことが最大の良さ。東京で往復150分かかっていた通勤時間がほぼゼロに。
・ 趣味（温泉巡り、ゴルフ等）や家族との時間が充実

白浜町ITビジネスオフィス
総務省補助事業（H27・28）で整備

進出企業
NECソリューションイノベータ(株)
(株)セールスフォース・ドットコム 他
計11社

移住者数等 移住者7名（家族含め13名）
現地雇用者4名

地方創生 19



• ＩＣＴを活用し、地方でも都市部と同じように働ける環境の全国への普及展開を図るため、サテライトオフィス整備
への補助等をH26補正～H30実施。計48ヶ所整備（H30に7ヶ所予定）。

• 令和元年はサテライトオフィス整備への補助を「地域IoT実装総合支援施策」の中で実施（3.5億円の内数）

徳島県神山町
・H17までに、徳島県は、20万kmに
及ぶ光ファイバー網を全域に整備
（総務省からの支援を活用）

・H16設立のNPO「グリーンバレー」に
よる移住支援等の結果、神山町の
第1号サテライトオフィス「神山ラボ」
がH22に開設（Sansan株式会社：クラ
ウド名刺管理サービス）。

・ICTベンチャー系企業が16社進出
（H30.8時点）

オフィスができてから商店街のシャッターが
上がり出すように

駒ヶ根テレワークオフィス「Koto」
（長野県駒ヶ根市）H29.3～

・ 駅前空き店舗を総務省補助事業
で改修
・ 働きたくても働けない子育て世代
の女性も、 自分のやりたい仕事を、
時間や場所を選ばずにできる 「クラ
ウドソーシングを活用したテレワーク」
で収入を得ることができるように
・ 首都圏の企業2社が進出
・ 150名以上のテレワーカーが登
録（子育て世代の女性が中心）

古民家や蔵を改装したサテライトオフィス

HUB GUJO（岐阜県郡上市）
H29.3～

・ 昭和16年建設の紡績工場を総
務省補助事業でリノベーション
・ 最新の通信環境と自由に使える
広々とした共有スペースとシェアオフィ
ス３室を運営。
・ 移住8名、地元雇用6名(H31.1時点)

・ 進出企業9社。一貫して増加中。
(H31.1時点：(株)ブイキューブ、家田紙工(株)、
(有)スロー、(株)ＣＤＩ、ワタミファーム＆エナジー
(株)、ＰＷＣコンサルティング(同)、(株)JTTプラン
ニング、国立岐阜大学、(株)中広)

サテライトオフィス コワーキングスペース

（参考）サテライトオフィスの例（総務省事業関連）地方創生 0



（参考）テレワーク・デイズ 概要

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会では、国内外から観光客等
が集まり、交通混雑が予想される。テレワークは混雑回避の切り札。
※ ロンドン大会では、企業の約8割がテレワークや休暇取得などの対応を行い、市内の混雑を解消

2017年、東京オリンピック開会式が行われる7月24日を「テレワーク・デイ」
と設定。2020年までの毎年、企業等による全国一斉のテレワークを実施。
① 大会期間中のテレワーク活用により、交通混雑を緩和

【2020年大会時見通し】 鉄道：観客利用と道路からの転換により、利用者が約1割増加
【TDMの目標】 鉄道：現在と同程度のサービスレベルを目指す

② 企業等がテレワークに取り組む機会を創出
全国的に「テレワーク」という働き方が定着
東京2020大会をきっかけに、日本社会に働き方改革の定着を！＜Legacy＞

＜期待効果＞

＜テレワーク・デイ＞

＜背景＞

北海道から沖縄まで、情報
通信のほか、製造、保険など
幅広い業種の企業、自治体
等が参加。

約950団体、6.3万人

第1回 7/24

第2回 7/24＋1日以上
（23日～27日の間）

【参加数】 1682団体、30.2万人

[主 催] 総務省、厚生労働省、経済産業省、
国土交通省、 内閣官房、内閣府

[共 催] 東京都、一般社団法人日本経済団体連合会、
日本商工会議所、東京商工会議所、
一般社団法人日本テレワーク協会

TDM・・・Transportation Demand Management

テレワーク・デイズ2019
●7/22～9/6の間で5日以上実施を呼びかけ
●3000団体、60万人以上の参加を目標

21



（参考）「テレワーク・デイズ2019」の実施について

■テレワークを活用した働き方改革の全国展開及び東京2020大会の交通混雑緩和にも寄与する

よう一斉にテレワーク実施を行う国民運動。

■2020年東京大会前の本番テストとして、2019年7月22日（月）から9月6日（金）の約１ヶ月間を

「テレワーク・デイズ2019」 実施期間と設定。7月24日をコア日とする。
※都内企業は、大会開催日程2019年7月22日（月）～8月2日（金）、8月19日（月）～8月30日（金）を集中的実施。

■2020TDM推進プロジェクト（交通需要マネジメント）、東京都のスムーズビズとも連携して実施。
※具体的連携策：実施期間を同一化、都内企業への共同呼びかけ、プレイベントの共同実施等
■期間中はトライアルとしての実施も可能であることを広く呼びかけ、これを機にテレワークを実施する

企業が増えることを期待。

 全国で3000団体、延べ60万人の参加を目標 ※2018年：1682団体、延べ30万人 2017年：950団体、6.3万人

テレワークに係る実施ノウハウ、ワークスペース、ソフトウェア等を提供する団体
（郊外サテライトオフィス等のワークスペースや、これまでのふるさとテレワークで整備された地域のサテライトオ

フィス、ワーケーション実施自治体等も応援団体となる予定）。

①5日間以上実施、②7月24日（水）に100名以上実施、③効果測定 に協力可能な団体

※東京都内等の企業については、上記に加え、下記のいずれかの実施を推奨
①２週間以上の実施（7月22日（月）～8月2日（金）の平日10日間での集中実施）
②企業の都内社員数の１割実施 （7月22日（月）～8月2日（金）の平日10日間において、1日1割程度の実施）
③2020アクションプラン作成（2020TDM推進プロジェクトとの連携） https://2020tdm.tokyo/action

参加人数等を問わずテレワークを実施又はトライアルを行う団体

（※初参加の場合等、１日だけ、少人数の参加でも可）

実施団体

特別協力団体

応援団体
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 郊外・地域のサテライトオフィス、ワーケーション推進自治体等に関する情報提供
 国や東京都の支援策（助成金、労務管理・セキュリティのガイドラインや相談窓口、専門家の個別
派遣など）の積極活用を呼びかけ

上記の支援策等については、テレワーク・デイズ2019webサイト（https://teleworkdays.jp/）で今後発信してまいります。

（参考）テレワーク実施企業への支援策等

テレワーク普及展開推進事業

○ 全国11カ所程度(各地域ブロック)で、テレワーク導入を検討する企業等向けセミナー等を開催。
○ 東京、名古屋、大阪においては、多くの企業の参加を見込める既存の民間展示イベントも活用
して周知の機会を増やす。

セミナーの開催・展示会への出展

先進企業・団体の事例収集・表彰
（テレワーク先駆者百選）

○ テレワーク導入を検討する企業等に、専門家を個別派遣し、テレワークシステム、情報セキュリ
ティ等、主にICT面でテレワークの導入に関するアドバイスを実施（厚生労働省の労務管理コンサ
ルタント派遣事業と連携）

テレワーク専門家の派遣
（テレワークマネージャー派遣事業）

○ テレワークを先進的に実施している企業・団体を「テレワーク先駆者」「テレワーク
先駆者百選」として公表。特に優れた取組には総務大臣賞を授与し、厚生労働
大臣賞（輝くテレワーク賞）と合同で表彰式を実施。

〇「地域IoT実装推進ロードマップ」における「分野別モデル」の普及展開を推進するため、分野別モデルの横展開に取り組む地域に対し、初期投資・
連携体制の構築等にかかる経費を補助。（補助率：1/2 最大補助額：2,000万円）

〇平成31年度から、新たに「働き方（テレワーク）」を対象に追加。 （参考）平成28～30年度までは「ふるさとテレワーク推進事業」として実施。

地域IoT実装推進事業（要件Ｂ:テレワーク）
テレワーク環境整備（サテライトオフィス整備等）

（参考）令和元年度 総務省におけるテレワーク推進関連施策

1

https://teleworkdays.jp/


多言語音声翻訳
言葉の壁を解消するためにー

先行事例の
現場の声を

お届け

小売施設の声

宿泊施設の声
・ 交通が乱れた時や天気で予定が変わる時の説明に便利。
・ 色々な国の言葉に対応でき、非常に助かった。文書もほぼ思い通りに変換できた。
・ 対応言語が多いのが良かった。
・ もしもの時は翻訳アプリがあるので安心して接客することができた。

・ 外国人のお客様に「お気をつけていってらっしゃいませ」と翻訳すると、とても喜んでくれた
のでこちらもうれしかった。

・ 簡単な日本語では翻訳精度が高い。
・ 訪日外国人の対応で、単語とジェスチャーが全く通じない時の切り札として役立つ。

・ 細かい注文（あつくなくぬるめにして、うどんorそば、冷or温など）などの対応時、
利用することでスムーズに提供できた。

・ 身ぶり手ぶりやあらかじめ必要事項が書かれた「対応シート」で対応できないイレギュラー
な対応では大変助かった。

駅でさまざまな言語を話す訪日外
国人に乗換案内

出典： 観光庁「平成30年度 多言語コミュニケーションの課題に対する多言語音声翻訳システムの効果検証事業」

交通機関の声



多言語音声翻訳
言葉の壁を解消するためにー

先行事例の
現場の声を

お届け

・ 外国語担当者不在時や、対応外の言語発話者の時には、翻訳アプリがなければ対応
不可能で非常に助かる。

・ よく使用する会話は翻訳アプリに履歴が残り、定型文として繰り返し使用ができるので、
対応がスムーズになった。

・ 来訪者からの問い合せの際に、テキスト入力の画面を見せると、抵抗なく質問内容を入
力してくれて、意思疎通に十分役立っている。

・ 大きめのタブレットでアプリを利用することで、対応時に不要な警戒をされず抵抗なく話し
てくれた。

・ 地域でインバウンド対応が遅れている中で、従業員のモチベーションの向上と、いざという
時に頼れる安心感があった。

・ 落とし物をされた中国人、韓国人のお客様に対して、館内放送でアプリを通してお呼びか
けが出来た事は良かった。

・ 海外の方が来店される事が多く、翻訳アプリを使用する頻度が増えている。翻訳アプリで
お客様がスムーズにお買い物やお会計が出来ているので、今後も継続し使用したい。

出典： 観光庁「平成30年度 多言語コミュニケーションの課題に対する多言語音声翻訳システムの効果検証事業」

案内所で訪日外国人にきめこまかな
観光案内が可能に

観光案内施設の声

娯楽・レジャー施設の声

名勝・博物館・文化施設の声



多言語音声翻訳
言葉の壁を解消するためにー

先行事例の
現場の声を

お届け

・ 窓口等において外国人とのコミュニケーションに役立っている。
・ ある程度の日本語が理解できる方でも、母国語で伝えることでより正確な案内ができ、
信頼関係も深まった。

・ 感覚的に操作でき，音声翻訳の反応も早く，スムーズに会話ができる。
・ 外国の方の話す英語の聞き取りが難しい場合に音声翻訳が便利。
・ 中国語はこれまで筆談などで対応してきたが，音声翻訳でより詳しい説明が可能となった。
・ 日本語が全く分からないお客様がみえると、来庁目的の把握までに時間が掛かるが、翻訳
アプリを使うと手続きに入るまでの時間が非常に短縮できる。また、フロアで使うことで、他部
署の用件の方を無駄に待たせることなく、すぐに担当部署を案内できるので便利である。

窓口で職員と外国人住民
が対話可能に

学校で外国人の児童生徒・保
護者と先生がコミュニケーション

・ 互いに相手の言葉や表現が分からず、学校と外国人の保護者との意志疎通に困難を
感じていたが、翻訳アプリの活用で互いに伝えたいことが分かるようになり、学校での事務
手続きや校務も順調に行えるようになった。

・ 翻訳アプリを通じ、日本語に慣れていない児童に学校からの連絡を分かりやすく伝えられる
ようになった。保健室での対応にも役立っている。

学校の声

自治体窓口の声



分散する求人・移住関連情報を集約。

愛媛県の「愛workナビ」、
厚生労働省の「ハローワーク」、
民間の各求人サイトというよう
に、求人情報が分散しており、
比較検討が困難。

既に求人情報サイト、移住支
援サイトは存在するも、適切
な情報発信は出来ていない。

求職者への
不十分なアプローチ

求人・移住情報の分散

HRソリューションズ株式会社
官民連携とIoT活用による、愛媛県移住・地域雇用創出同時促進事業

問題点 問題解決への取組（実証事業の概要） 得られた成果（KPI）

掲載求人数：15,000件以上
（官民の保有求人数の合計）

子育て、医療、介護等

空き家、売買、賃貸物件等

先輩の声、相談会等

仕事の情報 社員、パート、アルバイト等

ビッグデータ分析
（アクセスログ、募集統計、応募・採用履歴、相談履歴、転入履歴等の継続的蓄積）

移住・地域雇用促進
総合プラットフォーム
「あのこの愛媛」

暮らしの情報

住まいの情報

移住の情報

域
内
外
在
住
者

告知・誘導
IoTデバイスや既存媒体
も活用し、幅広くリーチ

自治体広報媒体

IoT端末(Beacon)

地域在住者向けに
地銀本支店で

設置例

ネット
検索等

Bank

雇用増

移住増

採用

ノウハウ
の高度化

政策への
データ
活用

県内に設置したIoT端末からの
求人情報を通じた本サイトへの
8,525アクセスを達成。
当該通知を受信するアプリの
ダウンロード数は22,001件。
求人求職マッチング数は2,526
件に到達。

官民（ハローワーク等）に分散
する求人情報を統合、求人数2
万件、求職者の応募状況は
17,071件。移住関連情報を集
約することで、移住相談窓口
への遷移数263アクセスを達成。

求職者への
不十分なアプローチ

求人・移住情報の分散

平成29年度 事業費：4,936万円

平成30年10月時点



準天頂衛星
（みちびき）

主 桁

横 桁

検査路

横 構

○Society5.0の実現に向け、i-Constructionの取組を推進し、建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す
○ICT施工の工種拡大、現場作業の効率化、施工時期の平準化に加えて、測量から設計、施工、維持管理に至る建設プロセス全体
を3次元データで繋ぎ、新技術、新工法、新材料の導入、利活用を加速化するとともに、国際標準化の動きと連携

機器活用による測量 2次元図面による設計

ドローン(レーザースキャナ)や
準天頂衛星システム(みちびき)を
活用し、効率化、高密度化した
面的な3次元測量

人手が必須な点検作業 労働力を主体とした施工

測量 設計

施工維持管理

3次元モデルによる可視化と
手戻り防止、4D(時間)、5D(コスト)
による施工計画の効率化

ICT施工の工種拡大、
3次元データに基づく施工、
デジタルデータ活用による
新技術の導入拡大等

ロボットやセンサーによる
管理状況のデジタルデータ化、
3次元点検データによる可視化

測量 設計

施工維持管理

建設生産プロセス全体を3次元データで繋ぐ

社会への実装
バーチャルシティによる

空間利活用
ロボット、AI技術の開発 自動運転に活用できる

デジタル基盤地図の作成

ドローン
GPS

3Dデータ
VR

自動化
ビックデータ

ロボット
AI

河川・堤防

トンネル

鉄道
空港

○○km

道路法面緑化

石垣

自動車専用道路

保存樹木

街路・街路樹

宅地

公園・緑地

タンク

駅・駅前広場

農業用水路

圃場整備

国際標準化の動きと連携

３次元設計データ等を通信

Society5.0におけるi-Constructionの「貫徹」



測量

発注者

O
K

設計・
施工計画

施工 検査i-Construction

設計図に合わ
せ丁張り設置

検測と施工を繰
り返して整形

丁張りに合わせ
て施工

③ICT建設機械による
施工

④検査の省力化①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる
設計・施工計画

ドローン等による写真測量等によ
り、短時間で面的（高密度）な３次
元測量を実施。

３次元測量データ
（現況地形）と設計
図面との差分から、
施工量（切り土、盛り
土量）を自動算出。

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御し、
建設現場のIoT（※）を実施。

ドローン等による３次元測
量を活用した検査等により、
出来形の書類が不要とな
り、検査項目が半減。

測量
設計・

施工計画
検査従来方法

測量の実施

平面図 縦断図

横断図

設計図から施工
土量を算出

施工

① ② ③ ④

※IoT（Internet of Things）とは、様々なモノにセ
ンサーなどが付され、ネットワークにつながる
状態のこと。

３次元設計データ等
を通信

書類による検査

参考：ICT土工



ICT活用工事の実施状況

工種
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

公告件数 うちＩＣＴ実施 公告件数 うちＩＣＴ実施 公告件数 うちＩＣＴ実施

土 工 １，６２５ ５８４ １，９５２ ８１５ １，６７５ ９６０

舗装工 － － ２０１ ７９ ２０３ ８０

浚渫工 － － ２８ ２４ ６２ ５７

浚渫工（河川） － － － － ８ ８

合計 １，６２５ ５８４ ２，１８１ ９１８ １，９４８ １，１０５

実施率 ３６％ ４２％ ５７％

＜ICT施工実施状況＞

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

ＩＣＴ実施件数 公告件数 うちＩＣＴ実施 公告件数 うちＩＣＴ実施

土 工 ８４ ８７０ ２９１ ２，４２８ ５２３

実施率 ３３％ ２２％

＜都道府県・政令市におけるICT施工実施状況＞

単位：件

単位：件

○ 平成30年度は、直轄工事におけるICT活用工事の公告件数1,948件のうち約６割の1,105件で実施。
実施率は年々増加し57％へ。

○ 都道府県・政令市におけるICT土工の公告件数が2,428件、実施件数は昨年に比べ523件と大幅に
増加。一方、実施率は22％にとどまる。



『次世代社会インフラ用ロボットの開発・導入を推進する重点分野』（平成25年12月25日 国交省・経産省公表）

民間企業、研究機関等
での技術開発

インフラ維持管理、
災害現場への導入

機器の開発現場検証・評価

【経産省】【国交省】

○橋梁
人の行う点検（近接目視や打音検査）の支援
→ ロボットによる点検記録の作成

○トンネル

○水中（ダム、河川）
潜水士の行う目視点検の代替
→濁水中での鮮明化処理画像の取得
河床や洗掘状況の把握
→音響画像の取得

○災害状況調査（土砂崩落、噴火、トンネル崩落）

人の立ち入れない危険箇所での調査の支援

→ 高精細な画像・映像や地形データの取得

→ 含水比や透水性等の計測等をする技術

→ トンネル崩落現場の被災調査

○災害応急復旧（土砂崩落、火山災害）

（１）維持管理 （２）災害対応

人の立ち入れない現場での応急復旧

→ロボットによる重機の遠隔操作

→河道閉塞（天然ダム）の排水

→ロボット操作用の高精細映像伝達

次世代社会インフラ用ロボット開発・導入の推進に向けた連携状況

検
討
会
の
設
置

重
点
分
野
の
策
定

ロ
ボ
ッ
ト
の
公
募

現
場
検
証

評
価

ロ
ボ
ッ
ト
の
公
募

現
場
検
証

評
価 試

行
的

導
入

本
格

導
入

普
及

展
開

試
行
的
導
入

に
向
け
た

課
題
確
認
・検

証
方
法
検
討

H25 H26 H27 H28、H29、H30～

機器の開発を支援 （経済産業省）
国交省・経産省の
協働体制の構築

ニ
ー
ズ
・シ
ー
ズ
調
査

現場での活用促進災害分野

維持管理分野

連携

人の行う点検（近接目視や打音検査）の支援
→ ロボットによる点検記録の作成

資料１

http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1680&bih=899&tbm=isch&tbnid=7elgUs6kZ4clmM:&imgrefurl=http://www.ndsinc.co.jp/bumon/13.html&docid=Xrn9FXLdoflxiM&imgurl=http://www.ndsinc.co.jp/bumon/images/13_01.jpg&w=3000&h=2250&ei=OEmuUondEcWrkgXL7oHQBg&zoom=1&ved=1t:3588,r:31,s:0,i:182&iact=rc&page=2&tbnh=175&tbnw=219&start=27&ndsp=34&tx=119&ty=93
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1680&bih=899&tbm=isch&tbnid=7elgUs6kZ4clmM:&imgrefurl=http://www.ndsinc.co.jp/bumon/13.html&docid=Xrn9FXLdoflxiM&imgurl=http://www.ndsinc.co.jp/bumon/images/13_01.jpg&w=3000&h=2250&ei=OEmuUondEcWrkgXL7oHQBg&zoom=1&ved=1t:3588,r:31,s:0,i:182&iact=rc&page=2&tbnh=175&tbnw=219&start=27&ndsp=34&tx=119&ty=93
http://www.google.co.jp/imgres?hl=ja&tbm=isch&tbnid=-TEmpc62komCqM:&imgrefurl=http://aotake24.blog.so-net.ne.jp/2013-07-05&docid=LENeZeDaRbLWTM&imgurl=http://aotake24.c.blog.so-net.ne.jp/_images/blog/_912/aotake24/P7040763.JPG?c=a6&w=800&h=600&ei=caSqUp3lAsKVlQWIsoGwCA&zoom=1&ved=1t:3588,r:57,s:0,i:260&iact=rc&page=2&tbnh=174&tbnw=161&start=28&ndsp=36&tx=73&ty=81
http://www.google.co.jp/imgres?hl=ja&tbm=isch&tbnid=-TEmpc62komCqM:&imgrefurl=http://aotake24.blog.so-net.ne.jp/2013-07-05&docid=LENeZeDaRbLWTM&imgurl=http://aotake24.c.blog.so-net.ne.jp/_images/blog/_912/aotake24/P7040763.JPG?c=a6&w=800&h=600&ei=caSqUp3lAsKVlQWIsoGwCA&zoom=1&ved=1t:3588,r:57,s:0,i:260&iact=rc&page=2&tbnh=174&tbnw=161&start=28&ndsp=36&tx=73&ty=81


令和元年度 i-Construction大賞の表彰について

○建設現場の生産性向上（i-Construction）の優れた取組を表彰し、ベストプラクティスとして広く紹介す
ることにより、i-Constructionを推進することを目的に、平成29年度に「i-Construction大賞」を創設。

○第2回目の平成30年度は、平成29年度に完成した国や地方公共団体等が発注した工事・業務での元
請け企業の取組やi-Construction推進コンソーシアム会員の取組などに対象を拡大。

○３回目となる今年度は、より中小企業や地方公共団体に積極的に取り組んでもらえる環境を作り出す
ことを目的とする。

■平成30年度表彰式（H31.1.21）

■平成30年度 大臣賞受賞団体の取組（例）

全国初の3Dガイダンスミニショ
ベルを構築【(株)加藤組】

ICTバックホウによる層毎の高
さ設置等により作業を効率化
【田中産業(株) 】

18台ものICT建機を保有するとともに、関連
企業への講習会等を随時実施し、ICT施工
の有用性の波及を促進【 (株)政工務店】

■取組の経緯

【平成29年度】

直轄工事を実施した団体を対象

【平成30年度】

地方公共団体発注工事と
民間の独自の取組を対象に追加

【令和元年度】

より中小企業や地方公共団体へ積極
的に取り組んでもらえる形で実施を検討



トップランナーの取組に関する情報共有

○ ＩＣＴ施工の普及展開には、中小規模工事における普及が課題。
○ 先進的にＩＣＴを活用しているトップランナー企業の、ノウハウを共有する機会を設置。

→ICT活用経験の少ない企業に先進的取組を周知しＩＣＴ活用のメリットを訴求。

＜女性技術者の活躍 ＞・ICTツールの効果的活用
・人材確保の取組
・独自に施工管理を実施

＜MGバックホウ(TS仕様)
による法面整形＞

橋脚補強⼯の出来高管理に
レーザースキャナーを導入

■ICTを先進的に活用しているに方々に情報発信を依頼

■本年度、地域毎に取組事例、ノウハウを発信する場を設ける
※ 中部地整「ICT導入研究会」においてｉ-Construction大賞受賞者による取組発表 （令和元年５月）

＜TSミラー搭載ドローン
による測量＞

※ｉ-Construction大賞受賞事例より抜粋



南部国道

小樽開発建設部

青森河川国道

岩手河川国道
秋田河川国道

鳴瀬川総合開発工事

仙台河川国道
山形河川国道

福島河川国道

日光砂防

下館河川

大宮国道

東京国道

横浜国道

甲府河川国道

千葉国道

静岡国道

信濃川河川

高崎河川国道

八ッ場ダム工事

富山河川国道

金沢河川国道

高山国道

土佐国道

宮崎河川国道大隅河川国道

熊本河川国道

福岡国道

佐賀国道

長崎河川国道

山口河川国道

広島国道 岡山国道

松江国道

鳥取河川国道

奈良国道

浪速国道

紀南河川国道

徳島河川国道

豊岡河川国道
福知山河川国道

福井河川国道

滋賀国道

長野国道

新丸山ダム工事

愛知国道

紀勢国道

大分河川国道

松山河川国道

富士砂防

立野ダム工事

天竜川上流河川

香川河川国道

『i-Constructionサポート事務所』について

○工事の大部分でICTを活用する『ICT-Full活用工事』を実施。

 工事現場で施工される工種の大部分でICTを活用するため、工事全体の3D設計データを作成

し、施工・出来形管理を3Dデータで実施。

○地方公共団体や地域企業のi-Constructionの普及・拡大に向け、取組をサポート。

i-Constructionサポート事務所

（合計53カ所）



インフラメンテナンス国民会議

「インフラメンテナンス国民会議」とは

本会議は活力ある社会の維持に寄与する
ことを目的とする組織として、平成２８年
１１月に設立されました。

国民会議 会員数
1,775者
企業 741 行政 696
団体 145 個人 193

（令和元年8月2日時点）

革新的技術 自治体支援 海外市場展開技術者育成 市民参画

企画部会

実行委員会

広報部会

フォーラム

地方フォーラム（全国10ブロック）

会 長：冨山 和彦 株式会社経営共創基盤代表取締役ＣＥＯ
副会長：家田 仁 政策研究大学院大学 教授

組織体制図

Japanese Congress  for  In f ras t ructure Management

①革新的技術の発掘と社会実装
②企業等の連携の促進
③地方自治体への支援
④インフラメンテナンスの理念の普及
⑤インフラメンテナンスへの市民参画の推進

フォーラムの活動内容例

○ 産学官民の会員ネットワークを活かし、地域や地方自治体の取組の発展に向けて活動を行います。

○インフラメンテナンスに産学官民の技術や知恵を総動員するプラットフォームとして活動しています。

(1)企業会員 国民会議の目的に賛同して入会する企業

(2)行政会員 国民会議の目的に賛同して入会する行政機関（国を除く）

(3)団体会員 国民会議の目的に賛同して入会する団体（(1)及び (2)の団体を除く）

(4)個人会員 国民会議の目的に賛同して入会する個人

会員種別

○国民会議の趣旨に賛同して十分な意欲を持って活動に参画して頂ける企業、団体、行政機関（国を除く）
又は個人が会員となることができます。

（入会方法は裏面をご覧下さい）



国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課 五十嵐、本庄

事務局

TEL : 03-5253-8111(24563,24544) MAIL : hqt-maintenance-sogo@ml.mlit.go.jp

インフラメンテナンス国民会議 で検索頂き、会員申込のページから入会申込書を

ダウンロード頂き必要事項をご記入の上、事務局まで送付下さい

入会方法（会費無料）

こちらから入会申込
手続きができます！

産学官民の総力を挙げて地域のメンテナンスに取り組む
行政団体、民間企業、団体、個人を募集しています！

※フォーラムイベント、会員の取組等をホームページでお知らせしています。
会員向けにメールで情報発信をしています。

（インフラメンテナンス国民会議ウェブサイト トップページ）

○全国各１０ブロックで地方フォーラムを設立し、取組を展開

第9版 令和元年7月29日

会員数1,775者（2019/8/2時点）

企業741 行政696 団体145 個人193



インフラメンテナンス国民会議 新技術の発掘と社会実装

活動を日本全国
へ展開

地方公共団体の課題
を共有し解決策を検
討するグループ討議

課題解決に向けた
セミナー

地方公共団体のニーズとシーズ技術の
マッチングによる現場実証

インフラメンテナンス国民会議の目的

①革新的技術の発掘と社会実装
②企業等の連携促進
③地方公共団体への支援
④インフラメンテナンスの理念の普及
⑤インフラメンテナンスの市民参画の推進

革新的技術

地方公共団体支援

技術者育成

市民参画

海外市場展開

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州

沖縄

全
国
フ
ォ
ー
ラ
ム

地
方
フ
ォ
ー
ラ
ム

公認フォーラム

維持管理を効率化する技術について討議 ビッグデータ活用に関するセミナー 下水道管路点検支援技術 橋梁点検支援技術（狭小部）

○インフラメンテナンス国民会議の場を通じて、オープンイノベーションの手法（ニーズ・シーズ
マッチング）を活用し、多くの参加者の協力を得ながら、新技術のマッチング、現場への実装を
進めていく

【補足資料】



・道路の凹凸情報の解析技術

→自動車にスマートフォンを搭載し、走行して収集した
加速度情報から解析。

インフラメンテナンス国民会議 新技術の活用①

現場ニーズと技術のマッチング等による革新的技術の社会実装の事例

・道路のひび割れ情報の解析技術

→自動車に市販ビデオカメラを搭載し、走行して収集した
映像から解析。

スマートフォン搭載
のイメージ

ひび割れの自動検出のイメージ

【補足資料】

○ 平成３０年度は全国フォーラムに加え、各地方ブロックで１０地方フォーラムが設立され、加入者数が増加
【１９９者 （Ｈ２８．１１） → １，７７５者 （R元．８）】

○ この結果、フォーラムやピッチイベント等が全国で行われるなど、活動がさらに活発化
【ピッチイベント等開催数 延べ１０２件 （ R元．５ ）】

○国民会議の場を通じ、紹介された技術の社会実装数が着実に増加 【６技術・延べ７１件 （ R元．５ ）】



【カメラによる道路のひび割れ情報の解析技術】
従来の点検方法と比べ、精度がほぼ同等にも関わらず、効率的で
安価に調査できるとわかり、導入することにした。今後、調査結果
の精度確認を行う予定。

インフラメンテナンス国民会議 新技術の活用②

【スマホによる道路の凹凸情報の解析技術】
日常点検の補助的な技術として、新たな技術で、効率的に道路の
段差情報を把握できる技術を探していたところ、本技術が職員の日
常点検を効率化するとわかり、導入を決めた。今後、路面性状把握
の予防保全型の新技術の導入も検討している。

【橋梁の移動式検査路】
職員による直営作業を行っており、価格が従来の吊足場の技術よ
り有利であったにもにも関わらず、点検作業だけでなく、補修作業
にも使用できるとわかり、導入することとした。

自治体Ｃ

自治体Ｂ

自治体Ａ

【補足資料】

○国民会議の活動を通して、地方公共団体のニーズと技術がマッチングし、実装に至った事例



新技術を活用した河川管理（革新的河川技術プロジェクト）

国土交通省水管理・国土保全局では、河川行政における技術課題や政策課題を解決するため、企業
等が持つ先端技術や既存技術を活用して機器やシステム等を開発し、現場に速やかに導入することを
目的として、オープンイノベーション型（異分野連携型）の革新型河川技術プロジェクトを実施。

フェーズ２：開発チームの結成・事業計画書作成

フェーズ３：機器開発・フィールド調整

フェーズ４：現場実証

フェーズ５：実装化（現場への導入等）

① ピッチイベント※に参加する企業等の選定
② ピッチイベントの実施
③ 開発チームを結成
④ 事業計画書作成
※技術開発アイデアの想起や新たなビジネスパートナーの
マッチング等の誘発を図るイベント

フェーズ１：参加企業等の募集 官主導オープンイノベーション

我が社の技術を
活用できないか

コラボ技術を
提案します

凹凸株式会社 株式会社凸凹

各企業等が持つ要素技術の
プレゼンテーション

ピ
ッ
チ
イ
ベ
ン
ト

チームの
結成

お見合いの場
（企業等のマッチングイベント）

危機管理型水位計

プロジェクトの
開発機器

危機管理型水位計(寒冷地)

簡易型河川監視カメラ

流量観測の無人化・自動化

全天候型ドローン

陸上・水中レーザドローン

NEW!



危機管理型水位計

■背景

洪水時の水位観測に特化した低コストな水位計を開発し、都道府県等が管理する中小河川への普及を促進

し、水位観測網の整備により、洪水時の河川情報の充実を図る。

■危機管理型水位計（H29.12開発完了)

○洪水時の観測に特化し、IoT技術を活用することで初期コストを低減
（1台あたり100万以下）

○長期間メンテナンスフリー（無給電で５年以上稼働）
○省スペース（小型化）（橋梁等へ容易に設置が可能）
○スマートフォンにより水位データを一般に提供（川の水位情報 https://k.river.go.jp/）

筑後川水系小野川
（大分県日田市）

危機管理型水位計

高齢者グループ
ホーム

2016年8月 台風10号

・都道府県管理の中小河川の多くは水位計が設
置されておらず、避難のための基礎情報が不足
・従来水位計はコストがかかるため、多地点化が
困難

2017年7月 九州北部豪雨

（イメージ）

川の水位情報
(H30.6より運用開始）

二次元コード

危険度に応じて
アイコンの色が

変化

https://k.river.go.jp/


全天候型ドローン

ヘリコプターは風速数ｍで飛行が困難となることから、強風下で飛行可能なドローンを開発。天候の

回復を待つこと無く、迅速な状況把握を実施する。

 背景

全天候型ドローンの開発

■全天候型ドローン（H30.3開発完了）

パトロール車による巡視

全天候型ドローンによる状況把握

風速20m/s程度の荒天下でも
安定した飛行を確認

強風時はヘリは飛行不可
（H23紀伊半島豪雨では２日間飛べず）

出水時の被災情況把握

全国の地方整備局に配備中 強風時の現地把握が可能

被災状況把握は人力による現地踏査により実施している
が、大規模出水時には現地調査が出来ない場合もある。

天候回復を待つことなく、機動的に現地調査や大規模被災時におい
ても迅速な現地状況が可能となる。

強風

状況把握員等による現地踏査

従来のドローンでは
強風時の飛行が困難

ヘリ・従来ドローンにおける課題



簡易型河川監視カメラ

■背景

氾濫の危険性が高く、人家や重要施設のある箇所に「簡易型河川監視カメラ」を設置し、水位情報に加え、リア

リティーのある洪水状況を画像として住民と共有し、適切な避難判断を促す。

■簡易型河川監視カメラ（H31.3開発完了)

○洪水時のリアリティのある河川画像の取得
無線式の場合は電源・通信ケーブルの確保不要（無線、太陽電池等）
ズームや首振り機能を削減することでコスト低減

（機器本体価格は、３０万円/台程度）

○インターネットを経由して画像を収集
 危機管理型水位計のデータと併せてスマートフォンで一般に情報提供を予定

平成30年7月豪雨では、洪水予報や各種
危険情報が発令されていたにもかかわらず、
住民の避難行動につながらなかった

画像配信イメージ平成30年7月豪雨 （高梁川水系高梁川・小田川）

・洪水時の切迫性のある河川情報の提供
が必要
・従来の河川監視カメラはコストがかかるた
め、多数の設置が困難

簡易型河川監視カメラ開発機器

•令和元年度末までに全国で
約3,600箇所を配備予定

クリック



洪水時の流量観測の無人化・自動化（平成30年12月公募開始）

■背景

電波流速計測法

■流量観測の無人化・自動化技術開発

■今後のスケジュール
令和元年7月～ 現場実証開始
令和３年度以降 現場実装予定

画像処理型流速計測法

現在、洪水時の流量観測は、浮子観測を基本としているが、近年、洪水が激甚化する中で、観測
員が待避を余儀なくされ観測が困難となる事案が頻発。また、観測が昼夜、長時間に及ぶため、人
員確保も課題。このため、洪水時の流量観測の無人化、自動化の技術開発を推進。

現在の浮子を用いた流量観測（最低5人程度の観測員が必要）

渡月橋
浮子投下位置

溢水

溢水

浮子観測では、作業が長期化
した場合、交代要員が必要。

2013年台風18号では、桂川
の氾濫により観測員が退避。



ドローンを活用した河川管理の効率化、高度化（令和元年7月公募開始）

現在、職員等がパトロール車等で目視により河川巡視を実施しているが、河岸等の車の進入が困難な場所
は、徒歩や船により異常箇所を点検。

このため、ドローン・画像解析技術を活用して異常箇所を自動抽出する技術開発を推進し、河川管理の効率
化・高度化を図る。

＜ドローンを活用した河川巡視の高度化 実施フロー＞

巡視方法：パトロール車による目視巡視
記 録：現地において作業員が監視、記

録し、事務所等でデータを整理
異常発見：職員がその経験により判断
そ の 他：河岸や車の進入が困難な箇所は、

徒歩や船による巡視を実施

河川巡視(目視) ドローンを活用した河川巡視(画像AI)

フェーズ３：事業者選定 【9月中旬頃】

フェーズ４：現場実証
【令和元年10月～令和2年12月】

フェーズ１：参加企業等の募集
【1次募集：令和元年8月21日まで】

Ｖ

フェーズ５：現場実装 【令和3年度以降】

① ピッチイベントの実施
② 開発チームを結成
③ 事業計画書作成
※技術開発アイデアの想起や新たなビジネスパートナーの

マッチング等の誘発を図るイベント

フェーズ２：開発チームの結成・事業計画書作成
【2次募集：9月上旬まで】

巡視方法：搭載したカメラによる監視
記 録：監視から記録までを自動化
異常発見：画像解析、AI技術により自動抽出
そ の 他：堤防を含む河道空間をドローンに

よる巡視を実施

＜これまでの河川巡視とドローンを活用した河川巡視の違い＞

ドローン計測
観測から異常・変状
箇所の把握までを
自動化

洪水前

洪水後

変状把握

＜期待される効果＞

監視・記録、異常発見までを自動化することに
より、河川巡視の高度化、効率化が可能。

○洪水による河道の変化を定量的に把握

○日々の巡視では変化を捉えにくい土砂移動や樹
木の変化を定量的に把握

○施設の損傷等について、経年的変化を定量的に
把握

○人が近づきにくい部分や危険箇所の状況を容易
かつ安全に把握



“気象”×“水害・土砂災害”情報マルチモニタ

気象情報、水害・土砂災害情報および災害発生情報等をパソコンやスマートフォン
で一覧閲覧が可能。

リアルタイムの川の画像 リアルタイムの川の水位

パソコン、スマートフォン：
https://www.river.go.jp/portal/

二次元コード 洪水予報の発表地域 放流しているダムの状況
洪水警報の

危険度分布状況

気象警報・注意報の

発表状況

リアルタイムの

レーダ雨量の状況

浸水の危険性が

高まっている河川

土砂災害の危険度分布状況

地域選択が可能
・全国
・北海道
・東北
・関東
・北陸
・中部
・近畿
・中国
・四国
・九州
・沖縄

https://www.river.go.jp/portal/


国土交通省ハザードマップポータルサイト

○全国の防災情報を１つの地図上で重ねて閲覧可能。
○全国の市町村のハザードマップを検索、閲覧可能。
○重ねるハザードマップにおいて公開中の洪水浸水想定区域および土砂災害警戒区域の
情報をオープンデータとして提供開始
※上記データの活用促進を目的に、同データ等を活用した防災アプリの公募を国土地理院で実施

わがまちハザードマップ
全国の市町村のハザードマップを閲覧することができます。

重ねるハザードマップ
様々な防災に役立つ情報を、全国どこでも１つの地図上で重ねて閲
覧できます。

土砂災害危険箇所

洪水浸水想定区域

道路冠水想定箇所
緊急輸送道路
事前通行規制区間

写真

1つの地図に重ね合わせて閲覧

洪水ハザードマップは約９８％の市町村で公表済み
（平成３１年３月時点）

土砂災害ハザードマップは約８４％※の市町村で
公表済み（平成３１年３月時点）

https://disaportal.gsi.go.jp/

洪水ハザードマップ
対象1,347市町村
（平成31年3月）

土砂災害ハザードマップ
対象1,607市町村
（平成31年3月）

未公表
未公表

公表済1,323市町村 公表済1,347市町村

※土砂災害防止法に基づくハザードマップであり、土砂災害危険箇所をベースと
したハザードマップを含んでいない

二次元コード



自動運転の意義

○ 死亡事故発生件数の大部分が「運転者の違反」に起因。
○ 自動運転の実用化により、運転者が原因の交通事故の大幅な低減効果に期待。
○ 渋滞の緩和や生産性の向上、国際競争力の強化への効果に期待。

渋滞の解消・緩和

渋滞時でも自動
で最適な車線、
車間を選んでく
れるのでスムー
ズに走れるよ！

法令違反別死亡事故発生件数
（平成29年）

『平成30年版交通安全白書』より

4％：歩行者、その他に起因

国際競争力の強化

国内輸送の更なる効率化

技術・ノウハウに
基づく国際展開

パッケージ化

96％
運転者の違反

死者数 3,532人

負傷者数 524,695人

平成30年の交通事故死傷者・負傷者数

高齢者等の移動支援

自動運転のお陰
で遠出も可能に
なり行動範囲が
広がったよ。

自動運転の効果例

少子高齢化への対応・生産性の向上

(地方部を中心に)
移動手段が減少

トラックドライバー
の約4割が50歳以上

出典：総務省「労働力調査」（平成27年）

路線バスの１日あたり運行回数（1970年を100とした指数）

交通事故の削減

自動で周辺車両や前方
の状況を確認して危険
を回避してくれるので
安心だね！

自動で周辺車両や前方
の状況を確認して危険
を回避してくれるので
安心だね！



【例】自動で止まる
（自動ブレーキ）

前のクルマに付いて走る
（ACC）

車線からはみ出さない
（LKAS）

*1 （株）SUBARUホームページ *2 日産自動車（株）ホームページ *3 本田技研工業（株）ホームページ
*4 トヨタ自動車（株）ホームページ *5 Volvo Car Corp.ホームページ *6 CNET JAPANホームページ

*1 *2 *3
レベル１

レベル２

*6

レベル５

ACC： Adaptive Cruise Control,  LKAS: Lane Keep Assist System

レベル３

○特定条件下における自動運転
特定条件下においてシステムが運転を実施
（当該条件を外れる等、作動継続が困難な場合は、システム
の介入要求等に対してドライバーが適切に対応することが必要） *5

ド
ラ
イ
バ
ー
に
よ
る
監
視

シ
ス
テ
ム
に
よ
る
監
視

官民ITS構想・ロードマップ2018等を基に作成

システムが前後・左右のいずれかの車両制御を実施○運転支援

○高度な運転支援（レベル１の組み合わせ）
【例】車線を維持しながら前のクルマに付いて走る（LKAS+ACC）

自動運転のレベル分けについて

レベル４

○完全自動運転
常にシステムが運転を実施

○特定条件下における完全自動運転
特定条件下においてシステムが運転を実施

（作動継続が困難な場合もシステムが対応)

○高度な運転支援（高機能化）
【例】 高速道路において、
①遅いクルマがいれば自動で追い越す
②高速道路の分合流を自動で行う *4

限定地域でのレベル４の無人
自動運転移動サービス（2020
年まで）

高速道路における
レベル３の自動運
転（2020年目途）

システムが前後及び左右の車両制御を実施

システムが前後及び左右の車両制御を実施

構
想
段
階

公
道
実
証
実
験

実
用
化
済
・普
及
段
階

開発
状況等

自動ブレーキの
新車乗用車搭
載率を９割以上
（2020年まで）

政府目標

高速道路での完全自動運転
（2025年目途）



自動運転技術の実用化

○ 交通事故の削減、地域公共交通の活性化、国際競争力の強化などの自動車及び道路を巡る諸課題に解決に大きな効果が期待

される自動運転について、国土交通省として的確に対応するため、平成28年12月、自動運転戦略本部を省内に設置（本部長：国土

交通大臣）。

○ 自動運転車等の設計・製造過程から使用過程にわたり、安全性を一体的に確保する改正道路運送車両法が成立。（2019.5）

３．自動運転の実現に向けた実証実験・社会実装
（１）移動サービスの向上

⇒ラストマイル自動運転による移動サービス(2017.6～)
中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転サービス（2017.9～）
ニュータウンにおける自動運転サービス（2019.2～）

（２）物流の生産性向上
⇒トラックの隊列走行（2018.1～）

１．自動運転の実現に向けた環境整備
（１）車両に関する安全基準の策定、制度整備

⇒G7交通大臣会合の場を活用した国際的な協力の主導（2017.6にイタリア・カリアリにて開催）
国連WP29における安全基準の策定
（2018.３に高速道路における自動車線変更（ウィンカー操作を起点）に関する基準を策定）
自動運転車等の設計・製造過程から使用過程にわたり、安全性を一体的に確保する改正道路運送車両法が成立（2019.5）

（２）自動運転の実現に向けた制度・環境整備
⇒自動運転における損害賠償責任について、国交省の研究会にて、 、運行供用者責任の維持等の方針を公表（2018.3）
バス・タクシー事業への導入に関して、事業者が対応すべき事項等について、ガイドラインを公表（2019.6）
自動運転車の普及促進に向けた道路空間のあり方について検討するため、自動運転に対応した道路空間検討会を設置し審議（2019.7～）
トラック隊列走行実現に向け新しい物流システムに対応した高速道路インフラの活用の方向性について検討、中間とりまとめを公表（2019.8）

２．自動運転技術の開発・普及促進
（１）車両技術

⇒「安全運転サポート車（サポカーＳ）」の普及啓発

（２）道路と車両の連携技術
⇒自動運転を視野に入れた除雪車の高度化
高速道路の合流部での情報提供による自動運転の支援 除雪車の高度化

トラック隊列走行
の公道実証

中山間地域における
道の駅等を拠点とした
自動運転サービス

ニュータウンにおける
自動運転サービス

G7交通大臣会合

主な取組

合流部支援



平成30年度に実施したドローン物流検証実験の概要

長野県白馬村
代表事業者名：（株）白馬館
特 徴：・ヘリコプター輸送を代替
実 施 期 間：平成30年10月22日～23日

岡山県和気町
代表事業者名：（株）Future Dimension Drone Institute
特 徴：・自動車＋ドローンのハイブリッド配送

・将来は大型ドローンのみの配送が目標
実 施 期 間：平成30年12月１日～15日

埼玉県秩父市
代表事業者名：楽天（株）
特 徴：・送電設備上空を空の道として利用

したドローンハイウェイを活用
実 施 期 間：平成31年１月15日～25日

は く ば む ら

わ け ち ょ う

ち ち ぶ

福岡県福岡市
代表事業者名：ANAホールディングス（株）
特 徴：・船舶輸送を代替
実 施 期 間：平成30年11月20日～21日

福島県南相馬市・浪江町
代表事業者名：（株）自律制御システム研究所
特 徴：・郵便局間配送 ※
実 施 期 間：平成30年11月５日～６日

みなみそうま

※郵便配送を模擬した飛行で実施

なみえまち



下水熱の特徴と利用状況

○下水は大気に比べ冬は暖かく、夏は冷たい特質を有し、全国に安定的かつ豊富に存在。

○大気温との温度差エネルギーを活用することにより、省エネ・省CO2効果が期待。

○民間事業者による下水管内への熱交換器設置が可能（H27下水道法改正 ）。

○下水熱は全国で約90万世帯の熱ポテンシャルを有しているが、利用事例は31件（令和元年5月）。

エネルギー利用
できる温度差

■特徴とポテンシャル ■効果

① 地球温暖化対策計画（H28.5）
 下水熱の有効活用によっても、都市全体の温室効果ガス排出

の抑制を図ることが可能であり、積極的に推進する。

② 第５次エネルギー基本計画（H30.7）
 下水熱等の再生可能エネルギー熱について、熱供給設備の

導入支援を図るとともに、導入拡大を目指す。

■推進施策



【参考】下水熱利用の事例一覧

No. 供用開始 所在地 熱源供給下水道施設 熱源（番号は前頁類型） 熱利用先

1 平成2 千葉県千葉市 印旛沼流域花見川終末処理場 ①処理場処理水 幕張新都心ハイテク・ビジネス地区（NTTビル等14施設）

2 平成6 東京都文京区 東京都 後楽ポンプ所 ②ポンプ場未処理下水 後楽一丁目地区（東京ドームホテル等７施設）

3 平成6 北海道北見市 高栄地区の下水管 ④管渠内未処理下水 バス停（待合所）

4 平成9 北海道札幌市 篠路地区の下水管 ④管渠内未処理下水 篠路駅前団地バス停（融雪）

5 平成9 岩手県盛岡市 北上川上流流域中川ポンプ場 ②ポンプ場未処理下水 盛岡駅西口地区（岩手朝日テレビビル等３施設）

6 平成9 神奈川県横浜市 横浜市 港北水再生センター ①処理場処理水 横浜国際総合競技場（日産スタジアム）

7 平成10 富山県魚津市 魚津市 魚津市浄化センター ①処理場処理水 魚津市 体育施設「ありそドーム」

8 平成10 愛知県名古屋市 堀留水処理センター ①処理場処理水 久屋大通庭園「フラリエ」

9 平成10 大阪府枚方市 淀川左岸流域 渚水みらいセンタ― ①処理場処理水 枚方市営総合福祉会館「ラポールひらかた」

10 平成11 愛知県小牧市 五条川左岸流域五条川左岸浄化センター ①処理場処理水 多目的施設（処理場敷地内）

11 平成11 富山県射水市 神通川左岸流域神通川左岸浄化センター ①処理場処理水 射水市営体育施設「海竜スポーツランド」

12 平成19 東京都港区 東京都芝浦水再生センター ①処理場処理水 ソニーシティ（ソニー本社）

13 平成20 北海道札幌市 札幌市新川水再生プラザ ①処理場処理水 西区民･保健センター

14 平成21 東京都江東区 東京都砂町水再生センター ①処理場処理水 新砂三丁目地区の医療福祉施設

15 平成24 富山県射水市 神通川左岸流域神通川左岸浄化センター ①処理場処理水 新湊大橋（融雪、散水消雪）

16 平成25 宮城県仙台市 若林区の下水管 ④管渠内未処理下水 食品スーパー（ヨークベニマル若林店）

17 平成27 東京都港区 東京都芝浦水再生センター ①処理場処理水 品川シーズンテラス

18 平成27 新潟県新潟市 新潟市内の下水管 ④管渠内未処理下水 市役所前バスターミナル歩道部（融雪）

19 平成28 青森県弘前市 弘前市役所前の下水管 ④管渠内未処理下水 市役所前バス停歩道部（融雪）

20 平成28 大阪府堺市 堺市 三宝水再生センター ①処理場処理水 鉄砲町地区大型商業施設（イオンモール）

21 平成28 新潟県新潟市 新潟市内の下水管 ④管渠内未処理下水 農業用温室ハウス「花ステーション」

22 平成28 愛知県豊橋市 豊川浄化センター ①処理場処理水 次世代施設園芸（イノチオみらい㈱ 温室 ミニトマト栽培）

23 平成29 長野県小諸市 小諸市内の下水管 ④管渠内未処理下水 浅間南麓こもろ医療センター

24 平成29 新潟県十日町市 十日町駅付近の下水管 ④管渠内未処理下水 市立きらきら西保育園（室内空調、床暖房）

25 平成29 愛知県名古屋市 露橋水処理センター ①処理場処理水 ささしまライブ２４地区（愛知大学等3施設）

26 平成30 岡山県倉敷市 倉敷市内の下水管 ③管渠外未処理下水 倉敷市屋内水泳センター

27 平成30 愛知県豊田市 愛知県流域下水道管渠 ④管渠内未処理下水 社会福祉法人 旭会

28 平成30 長野県諏訪市 諏訪湖流域下水道管渠 ④管渠内未処理下水 諏訪赤十字病院

29 平成30 北海道札幌市 札幌市創成川水再生プラザ ①処理場処理水 札幌市下水道科学館（空調・ロードヒーティング）

30 平成30 青森県弘前市 弘前駅前の下水管 ④管渠内未処理下水 駅前地区歩道部(融雪)

31 平成31 群馬県長野原町 長野原浄化センター ①処理場処理水 長野原町役場庁舎



問合せ先

下水熱の導入検討にあたっては、気軽に本省までご相談ください。
＜問合せ先＞
国土交通省 水管理・国土保全局 下水道部 下水道企画課 村岡・岡内

TEL：03-5253-8427（直通）
E-mail：muraoka-m2g7@mlit.go.jp okauchi-k24j@mlit.go.jp

■国土交通省ウェブサイト
下水熱利用推進協議会（過年度のセミナーや協議会の資料などをご覧いただけます。）

http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000240.html

下水熱ナビ（下水熱利用に関する問い合わせ窓口です。）

http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000458.html

下水熱利用に関する情報については、下水熱利用推進協議会のホーム
ページや下水熱ナビを（以下のURLより）ご参照ください。

http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000240.html
http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000458.html


自治体ピッチ～Pitch to Local Governments～開催の背景

１．「地方自治体のデジタル化」が急務
〇地方自治体は、今後とも、生産年齢人口の減少による労働力の供給制約に面することを踏まえれば、Society5.0において進化が
加速する技術を積極的に活用して、質が高く、持続可能な行政サービスを提供する必要が迫られているのではないか。

２．優良な取組みの横展開（システム等の共同利用の推進）の必要性
〇現在、地方自治体は、それぞれが問題意識をもってデジタル化の取組みを進めているが、それぞれの地方自治体が個々に、それぞれの
分野において取組みを進めていても、デジタル化の取組みは全国的に広がらないのではないか。

〇また、実証事業や補助事業によってデジタル化の取組みをしている場合には、事業期間中は経費をかけずに導入できる一方、仮に優良
な取組であっても、その後の運用の仕組みがないために、事業期間満了に伴い終了してしまう現状もあるのではないか。

３．利用者視点に基づくサービスデザイン思考の重要性
〇行政サービスにおいてデジタル技術を活用する場合には、単に新しい技術を導入するだけでは、有用な
システム等を構築することができないことから、事務を知っている職員と技術を持っている開発者（ベンダー等）
が共に利用者視点を持ち、サービスをデザインすることが重要ではないか。

自治体ピッチ ～Pitch to Local Governments～の開催
○ 自治体ピッチとは、設計段階から、地方自治体職員と開発者（ベンダー等）が利用者視点に立ったサービスデザイン思考の下、対話
を重ねながら、地方自治体が共同利用することを前提として開発したシステムやアプリケーション等を、開発者(ベンダー等)が複数の地方
自治体に対して提案する場のことを指す。
※Pitch（ピッチ）とは、新しいアイデアやビジネスを端的にプレゼンテーションする意味で用いられる言葉。シリコンバレーで投資家へのプレゼンを「ピッチ」と呼び、様々なピッチイベントが行われている。

※引越ワンストップ・サービスデザインワークショップの様子



○ 自治体ピッチとは、設計段階から、地方自治体職員と開発者（ベンダー等）が利用者視点に立ったサー
ビスデザイン思考の下、対話を重ねながら、地方自治体が共同利用することを前提として開発したシス
テムやアプリケーション等を、開発者（ベンダー等）が複数の地方自治体に対して提案する場のことを指す。

概要

自治体ピッチ～Pitch to Local Governments～とは

優良システム
等

Ｂ町 Ｃ村

全国的なサービスとして展開

システムＡ システムＢ システムＣ

個別にバラバラに展開

Ａ市 Ｂ町 Ｃ村

課題 ニーズ

共同利用を前提として開発・提案

問題点

Ａ市

設計段階から複数の
地方公共団体が参加

A市 B町 C村
開発者（ベンダー等）

【現状】 【目指す姿】



自治体ピッチ～Pitch to Local Governments～のプロセス
【地方自治体】 【ＩＴ室】 【開発者（ベンダー等）】

【サービスデザイン・ワークショップ】

【ピッチ（プレゼンテーション）＆フィードバック】

カタログサイト

STEP1

STEP2

STEP3

STEP4

①対象としたい事務の照会

②対象としたい事務の回答

③テーマ設定

④横展開可能な開発環境でのシステムやアプリ等
の提案を条件に、公募

⑤事務処理上の問題点・課題、地方自治体が保有するデータとその
有用性等を共有しながら、利用者視点でのサービスを検討

（ＩＴ室によるファシリテーション）

⑥⑤を踏まえたシステムやアプリ等を提案

⑧システムやアプリ等を登録⑨必要なシステムやアプリ等を
サブスクライブ（契約）

⑦改善提案 ※設定したテーマ以外のテーマについても、
広く開発者（ベンター等）がピッチできる
セッションを設けます。



第１回 自治体ピッチ～Pitch to Local Governments～について

①ピッチ（プレゼンテーション）当日
 日 時：2019年９月３日（火）13:00～18:00（予定）
※3部構成で、1部につき3開発者等がピッチ（プレゼンテーション）
※1開発者等につき20分（10分提案、10分質疑応答）
※各部の終了後に開発者等と個別に面談できる時間を設ける。（各部約20分）

 場 所：東京ユビキタス協創広場CANVAS２階
（東京都中央区新川2-4-7）

 当日の様子は生中継で配信

②フィードバック期間
 日 時：2019年９月５日（木）～2019年９月13日（金）18:00
 方 法：YouTubeにて当日の録画動画を配信
 アプリケーション「Sli.do」を利用し、地方自治体からの質問・意見を受付

○自治体ピッチを実施するに当たって、「ピッチ（プレゼンテーション）」のイメージを共有するため、共通する
テーマを設定せずに、既に地方自治体が共同利用しているシステム等又は共同利用を前提に開発して
いるシステム等を提案するピッチ（プレゼンテーション）＆フィードバックを開催する。

概要



第１回 自治体ピッチ プログラム概要

13:20－13:40

13:45－14:05

14:10－14:30

14:55－15:15

15:20－15:40

15:45－16:05

16:30－16:50

16:55－17:15

17:20－17:40

国立研究開発法人産業技術総合研究所 児童虐待対応の質の向上を支援するAIソリューション「AiCAN」
関係機関との情報共有と、データに基づくリアルタイム意思決定支援プラットフォーム

富士通株式会社 会議録作成支援ソリューション
AI活用による会議録作成を容易に実現

My City Reportコンソーシアム 次世代型市民協働プラットフォーム「My City Report」
市民投稿サービス（MCR for citizens)とAIを用いた道路損傷検出サービス（MCR for road managers）

株式会社三菱総合研究所 AIスタッフ総合案内サービス「AIチャットボット」
住民からの問合せに対し、AIが回答、全国35自治体の実証の結果を踏まえてサービス化

ネオス株式会社 Gomi SAMURAI
画像解析AI及びAIチャットボットを活用したゴミ分別アプリ

日本電気株式会社 共創チャットボット
自治体間で共通のQデータやAIの学習データを共有し、精度向上を効率化

トランスコスモス株式会社 マイナポータルのCX実現に向けた自治体共有インフラ構築
今のフローや体制を変えずに、手書き申請をチャットボットによる対話形式の申請に

NTTアドバンステクノロジ株式会社 電話対応支援ツール「Comme@カスタマーサポート」
住民からの問合せに対し、音声、映像、画面共有を用いて回答可能

株式会社グラファー 行政手続きを案内するシステムサービス
自分に必要な手続きの洗い出しと書類作成をWeb上で簡単に

第１部 １３：２０～１４：３０

第２部 １4：５５～１６：０５

第３部 １６：3０～１７：4０

AIを活用した業務支援

AIチャットボット

行政手続き・窓口業務



第２回 自治体ピッチ～Pitch to Local Governments～について

①ピッチ（プレゼンテーション）当日
 日 時：2019年９月26日（木）13:00～18:00（予定）
※3部構成で、1部につき3開発者等がピッチ（プレゼンテーション）
※1開発者等につき20分（10分提案、10分質疑応答）
※各部の終了後に開発者等と個別に面談できる時間を設ける。（各部約20分）

 場 所：東京ユビキタス協創広場CANVAS２階
（東京都中央区新川2-4-7）

 当日の様子は生中継で配信

②フィードバック期間
 日 時：2019年９月27日（金）～2019年10月４日（金）18:00
 方 法：YouTubeにて当日の録画動画を配信
 アプリケーション「Sli.do」を利用し、地方自治体からの質問・意見を受付

○自治体ピッチを実施するに当たって、「ピッチ（プレゼンテーション）」のイメージを共有するため、共通する
テーマを設定せずに、既に地方自治体が共同利用しているシステム等又は共同利用を前提に開発して
いるシステム等を提案するピッチ（プレゼンテーション）＆フィードバックを開催する。

概要



第２回 自治体ピッチ 提案者一覧

No.1

No.2

No.3

No.4

No.5

No.6

No.7

No.8

No.9

株式会社ジムコ 汎用台帳システムで自治体の台帳管理をデジタル革命
台帳システムの基本要件であるアクセス管理、ログ管理、履歴管理を基本機能で提供

株式会社エーティーエルシステムズ 地方自治体におけるデータ利活用「行政情報分析基盤 for LGWAN-ASP」
自治体の抱えているさまざまな課題を、「行政情報分析基盤 for LGWAN-ASP」が解決します。

サイボウズ株式会社 業務改善プラットフォーム「kintone」（キントーン）
LGWAN-ASPにも対応！福祉、防災、産業振興等、あらゆる分野での素早い情報共有を実現

株式会社チームスピリット 「働き方改革」を支援する勤怠・工数管理クラウドサービス
勤怠・工数管理機能を融合し、働き方のデータを見える化。働き方改善を支援します。

シフトプラス株式会社 総合行政プラットフォームLGSTA＜レジスタ＞と総合計画管理
情報化と組織・事務の効率化を図り、自治体全体の最適化を支援するプラット フォーム

日本マイクロソフト株式会社 「自治体の働き方改革を支えるコミュニケーションプラットフォーム」
働き方の現状及び今後の動向、それを実現するプラットフォームについて紹介します。

株式会社パスコ 広域行政圏における地理情報システム（GIS)の事例と展望
クラウドモデルによる圏域GISプラットフォーム設立の有効性

一般社団法人データクレイドル オープンデータプラットフォーム「dataeye」
オープンデータの登録～公開～可視化（グラフ・マップ描画）までワンパッケージで実現

LINE株式会社 ＬＩＮＥ公式アカウントの自治体活用事例紹介
住民サービスの利便性向上と自治体業務の高効率化に向けて

テーマ１：庁内向けプラットフォーム

テーマ２：住民向けプラットフォーム

No.10 株式会社両備システムズ 市民の手のひらでつながる行政サービスの新しいカタチ
行政経営の効率化と市民参画を推進する総合的な住民生活支援アプリのご提案



第３回 自治体ピッチ～Pitch to Local Governments～について

①ピッチ（プレゼンテーション）当日
 日 時：2019年10月24日（木）13:00～18:00（予定）
※3部構成で、1部につき3開発者等がピッチ（プレゼンテーション）
※1開発者等につき20分（10分提案、10分質疑応答）
※各部の終了後に開発者等と個別に面談できる時間を設ける。（各部約20分）

 場 所：東京ユビキタス協創広場CANVAS２階
（東京都中央区新川2-4-7）

 当日の様子は生中継で配信

②フィードバック期間
 日 時：2019年10月25日（金）～2019年11月１日（金）18:00
 方 法：YouTubeにて当日の録画動画を配信
 アプリケーション「Sli.do」を利用し、地方自治体からの質問・意見を受付

○自治体ピッチを実施するに当たって、「ピッチ（プレゼンテーション）」のイメージを共有するため、共通する
テーマを設定せずに、既に地方自治体が共同利用しているシステム等又は共同利用を前提に開発して
いるシステム等を提案するピッチ（プレゼンテーション）＆フィードバックを開催する。

概要



第３回 自治体ピッチ 提案者一覧

No.1

No.2 株式会社内田洋行 切れ目のない支援を実現する、発達障がい児童支援ライブラリ
発達障害者支援法の基本理念に則って自治体と教育機関・支援施設とが連携するために

株式会社１３７ 【働き方改革×デジタルデバイド解消】学校連絡・情報共有サービスCOCOO
特許を生かし、横浜市内６校で試験導入開始。 ICTのユニバーサルデザインで利便性・生産性の向上へ！

テーマ１：教育

No.3

No.4 株式会社インターネットイニシアティブ 地域とくらしを支える「IIJ電子＠連絡帳サービス」
住民の見守りから医療介護、救急、災害対策を統合する地域プラットフォーム

富士通株式会社 ＰＨＲ情報を安全に蓄積・活用できる健康医療情報管理基盤ＨＰＰ
住民の健康・医療情報を管理し、健康増進サービスを提供するための情報活用基盤

テーマ２：医療

No.5

No.6 西日本電信電話株式会社 ＠InfoCanal 携帯網を活用した防災情報配信/収集サービス
クラウド利用で庁舎被災時も運用可能、高い人口カバー率とマルチデバイス対応で多くの人へ情報を伝達

NTTアドバンステクノロジ株式会社 災害時の避難支援ソリューション
居住地毎の避難先、避難ルート、道路通行状況等をリアルタイムに地図表示します

テーマ３：防災

No.7 株式会社ＴＫＣ マイナンバーカード交付事務支援システム
職員の負担軽減へ、カード交付・管理業務をトータルで支援するクラウドサービス

テーマ４：マイナンバーカード

No.8 株式会社Bot Express LINEから行政手続を3分で完了できるChatbot
「あの手続き、本当はこうできれば」を実現。自治体の規模に依らず利用できるサービスです。

テーマ５：環境



地方自治体（配信）

（参考）第１部タイムテーブル

全体 開発者等 地方自治体（会場）

開会

A社ピッチ

B社ピッチ

C社ピッチ

個別面談

A社準備

A社提案
Sli.doで
質問 Sli.doで質問

直接質問A社回答

A社撤収、B社準備 Sli.doで評価 Sli.doで評価

B社提案

B社回答

B社撤収、C社準備

C社提案

C社回答

C社撤収、個別面談準備

第１部
個別面談

Sli.doで
質問 Sli.doで質問

直接質問

Sli.doで評価 Sli.doで評価

Sli.doで
質問 Sli.doで質問

直接質問

Sli.doで評価 Sli.doで評価

個別面談第２部
準備

13:00
13;05
13:10
13:15
13:20
13:25
13:30
13:35
13:40
13:45
13:50
13:55
14:00
14:05
14:10
14:15
14:20
14:25
14:30
14:35
14:40
14:45
14:50
14:55
15:00



ピッチ当日におけるSli.do利用イメージ

評価の高い質問を
司会が代理質問

当日のピッチ（プレゼンテーション）を生中継で配信。
地方自治体職員は、会場又は生中継を視聴し、随時質問・コメントをSli.doを使って入力。
開発者からリアルタイムで回答があることも。

質問入力に加え、質
問に「いいね」が可能。
「いいね」が多い程、
上位に表示

匿名でも質問可能

動画アーカイブ公開期間中は質問入力可能。
後日、開発者からの回答あることも。



フィードバック期間におけるSli.do利用イメージ

フィードバック期間中（９月５日～９月13日 18:00迄）、ピッチ当日に撮影した動画を配信。
動画を視聴する地方自治体職員は、Sli.doを使って質問・コメント。
Sli.doに投稿された質問・コメントに対し、開発者は回答を行う。

【地方自治体】 【開発者（ベンダー等）】

①動画を視聴 ②質問・コメント ③回答
Sli.doを使って

Sli.doを使って
（Youtubeを想定）
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